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 2020/7/1

　※下記一覧はあくまで参考であり、条件によって追加の書類が必要となる場合もあります △印は、変更がある場合にのみ必要となる書類

　※随時見直しを行っています。最新のものはNAGOYAかいごネットをご確認ください ●印は、加算を取る場合に必要となる書類（加算を取り下げる場合は不要）

☆1 ☆2 ☆3 ☆3

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
注1

○ ○ ○ △ △ △ △ △ △

○

○
注2

△ ○

○ ○

△ △
注3

△
注3

○ ○ ○ ○
注1

○ ○ ○ △ △ △ △ △ △

△ △
注3

△
注3

○ ○
注12

○ ○
注1

○ ○ ○ △ △ △ △ △ ○

○
注3
注4

○
注3
注4

○ ○
注1

● ○

○
注4

● ● ●

○ ○

○ ○

○
注5

○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

●

●
注6

●
注6

●
注6

●
注6

●
注7

●
注7
注8

●
注9

○

○

○

△
注13

△
注13

○

○

○
注11

○
注11

△
注11

注 2）代表者の住所及び氏名（婚姻等による）の変更の場合は、各種誓約書を添付する必要はありません。

注 3）兼務関係の変更も届出が必要です。兼務関係に変更があった場合は、運営規程も変更してください。

注 4）住所及び氏名（婚姻等による）の変更の場合は、添付する必要はありません。

注 5）不動産の権利関係の変更を伴わない場合は、添付する必要はありません。

注11）NAGOYAかいごネットの「業務管理体制について」をご覧ください。

注12）共生型サービスの場合は、本体サービスの運営規程も添付してください。

注13）共生型サービスを休止または廃止する場合のみ添付してください。

注 6）特定事業所加算計算書の作成に当たっては、NAGOYAかいごネットの「サービス提供体制強化加算および特定事業所加算における職員配置割合計算等の取り扱いについて」をご確認ください。

注 7）サービス提供責任者の実務経験について、他の法人での実務経験を含む場合は、他の法人が作成した実務経験証明書も添付してください。

注 8）サービス提供責任者の実務経験要件を満たすことにより加算を算定する場合に添付してください。

注 9）車の写真については、ナンバープレート及び左右のドアに添付したステッカーを判別することができる写真を添付してください。

注10）NAGOYAかいごネットの「介護職員処遇改善加算について（介護職員処遇改善実績報告について）」をご覧ください。

変更・廃止・休止・再開・加算に必要な添付書類一覧（訪問介護・予防専門型訪問サービス（共生型サービスを含む））

法人に関
する変更 運営規程

再開事業所に関する変更 休止 廃止加算

・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・指定（更新）通知書の原本
・介護職員処遇改善加算を算定していた場合は(注10)も参照

・事業再開に向けての取組状況を記載した書類（任意様式）
・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・職員の募集広告等

介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（加算様式01）

事業所平面図　※専用区画変更の場合は変更前も添付

実務経験証明書（加算参考様式1）

・中部運輸局の許可証の写し、運賃表
・車検証の写し、営業許可をうけたナンバーがついた車の写真
・通院等のための乗車・降車の介助の提供体制に関する申立書
【NPOによる79条登録の場合は以下の書類】
・中部運輸局の登録証の写し、運賃表
・車検証の写し、車の写真（主に使用する1台のみ）
・運転者名簿、名簿記載者のヘルパー資格者証の写し
・車一覧表
・通院等のための乗車・降車の介助の提供体制に関する申立書

再開届出書（第5号様式）

定期巡回・随時対応サービスに関する状況に係る届出書(加算参考様式21)

特定事業所加算計算書（加算参考様式17-1、17-2）

介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（加算様式02）
※変更部分にのみ「あり」「なし」を記載

資格者証の写し　※婚姻等により姓が異なる場合は戸籍抄本等(写)など確認
ができる書類も添付

休止届出書（第6号様式）

賃貸借契約書(写)　または
建物の登記事項証明書（法人あるいは自己所有の場合）※3ヶ月以内に発行
された原本

廃止届出書（第6号様式）

法人の登記事項証明書　※3ヶ月以内に発行された原本

【代表者変更の場合】
誓約書（参考様式1、別紙（1～10の該当分））

運営規程の新旧対照表（参考様式18）

代表者（又は管理者）情報（参考様式3）

事業所一覧（参考様式19）

事

業

の

廃

止

営

業

日

・

営
業

時

間

特

定

事

業

所
加

算

Ⅰ

通

院

等

乗

降
介

助

定

期

巡

回

・
随

時

対

応

型

サ
ー

ビ

ス

に

関

す

る
状

況

訪

問

介

護

員
の

変

更

利

用

料

の

変
更

通

常

の

実

施
地

域

特

定

事

業

所
加

算

Ⅳ

特

定

事

業

所
加

算

Ⅱ

特

定

事

業

所
加

算

Ⅲ

事

業

所

の

名
称

事

業

所

の

所
在

地
（

区

内

移

転
）

休

止

休

止

か

ら

再
開

変更があった事項

提出書類

サ
ー

ビ

ス

提
供

責

任

者

に

関

す

る

変

更

☆1）事前相談が必要です。なお、区間移転（例：千種区から北区へなど）の場合、変更日は新規指定と同様、必ず毎月1日となります。（変更届の期日は、変更日の前々月の末日です。）
　　 区間移転の添付書類は、ＮＡＧＯＹＡかいごネットの「区間移転チェックリスト」をご確認ください。

☆2）定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と一体的に事業を実施している、又はその実施に関する計画を策定している事業所に限ります。

☆3）休止届・廃止届の締め切りは休止・廃止日の1ヶ月前です。また休止届は、やむを得ず人員基準等を満たさなくなってしまったが、法人として事業継続の意思がある場合に行う届出（最長6ヶ
　　 月）であり、状況によっては休止届に該当しない場合もありますので十分検討してください。

注 1）人員変更は特例措置があります。詳しくは、NAGOYAかいごネットをご覧ください。

業務管理体制にかかる届出書
※名古屋市に届出している事業者のみ

管

理

者

に

関
す

る

変

更

事

業

所

の

電
話

番

号

・

F

A

X

番

号 事

業

所

又

は
施

設

の

建

物

の

構

造

・

専

用

区
画

等

法

人

の

電

話
番

号

・

F

A

X

番

号

共生型サービスの指定に関する意向確認書（参考様式21-2）

主要な場所の写真（参考様式5）

運営規程

従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（参考様式9-1）　※4週間分

法

人

の

名

称
・

所

在

地

・

代

表

者

変更届出書（第4号様式）

　　　　　※届出の控え（コピー）は必ず事業所で保管してください。

-15-



 2020/7/1

　※下記一覧はあくまで参考であり、条件によって追加の書類が必要となる場合もあります △印は、変更がある場合にのみ必要となる書類

　※随時見直しを行っています。最新のものはNAGOYAかいごネットをご確認ください ●印は、加算を取る場合に必要となる書類（加算を取り下げる場合は不要）

☆1 ☆2 ☆2

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○

注1
○ ○ △ △

○

○
注2

△ ○

○ ○

△
△

注3
○ ○ ○

○
注1

○ ○ △ △

△
△

注3
○ ○ ○

○
注1

○ ○ △ ○

○
注3
注4

○
○

注1
○

●

○ ○

○ ○

○
注5

○

○

○

○

●
注6

○

○

○

○

○

○
注8

○
注8

△
注8

運営規程

従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（参考様式9-1）
※4週間分

変更・廃止・休止・再開・加算に必要な添付書類一覧（訪問入浴・介護予防訪問入浴）

事
業
の
廃
止

休
止
か
ら
再
開

休
止

通
常
の
実
施
地
域

利
用
料
の
変
更

法
人
の
名
称
・
所
在
地
・
代
表
者

法
人
の
電
話
番
号
・
F

A

X

番
号

事
業
所
の
電
話
番
号
・
F

A

X

番
号

法人に関
する変更

加算 休止 再開 廃止

賃貸借契約書(写)　または
建物の登記事項証明書（法人あるいは自己所有の場合）※3ヶ月
以内に発行された原本

事業所に関する変更

資格者証の写し　※婚姻等により姓が異なる場合は戸籍抄本等
の写しなど確認ができる書類を添付

サ
ー

ビ
ス
提
供
体
制
強
化
加
算
Ⅰ

イ
・
ロ

従
業
員
の
変
更

管
理
者
に
関
す
る
変
更

事
業
所
の
名
称

事
業
所
の
所
在
地
（

区
内
移
転
）

営
業
日
・
営
業
時
間

協
力
医
療
機
関

代表者（又は管理者）情報（参考様式3）

事業所一覧（参考様式19）

運営規程の新旧対照表（参考様式18）

運営規程

変更届出書（第4号様式）

事
業
所
又
は
施
設
の
建
物
の
構
造
・

専
用
区
画
等

法人の登記事項証明書　※3ヶ月以内に発行された原本

変更があった事項

提出書類

業務管理体制にかかる届出書
※名古屋市に届出している事業者のみ

サービス提供体制強化加算計算書（加算参考様式16-1、16-
2）

介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（加算様式01）

介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（加算様式02）
※変更部分にのみ「あり」「なし」を記載

・事業再開に向けての取組状況を記載した書類（任意様式）
・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・職員の募集広告等

再開届出書（第5号様式）

廃止届出書（第6号様式）

・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・指定（更新）通知書の原本
・介護職員処遇改善加算を算定していた場合は(注7)も参照

休止届出書（第6号様式）

【代表者変更の場合】
誓約書（参考様式1、別紙（1～10の該当分））

協定書・連携契約書　※診療科目がわかるものも添付

事業所平面図　※専用区画変更の場合は変更前も添付

主要な場所の写真（参考様式5）

注 3）兼務関係の変更も届出が必要です。兼務関係に変更があった場合は、運営規程も変更してください。

注 4）住所及び氏名（婚姻等による）の変更の場合は、添付する必要はありません。

注 5）不動産の権利関係の変更を伴わない場合は、添付する必要はありません。

注 6）サービス提供体制強化加算計算書の作成に当たっては、NAGOYAかいごネットの「サービス提供体制強化加算および特定事業所加算における職員配置割合計算等の
　　　取り扱いについて」をご確認ください。

注 7）NAGOYAかいごネットの「介護職員処遇改善加算について（介護職員処遇改善実績報告について）」をご覧ください。

注 8）NAGOYAかいごネットの「業務管理体制について」をご覧ください。

☆1）事前相談が必要です。なお、区間移転（例：千種区から北区へなど）の場合、変更日は新規指定と同様、必ず毎月1日となります。
　　（変更届の期日は、変更日の前々月の末日です。） 区間移転の添付書類は、ＮＡＧＯＹＡかいごネットの「区間移転チェックリスト」をご確認ください。

☆2）休止届・廃止届の締め切りは休止・廃止日の1ヶ月前です。また休止届は、やむを得ず人員基準等を満たさなくなってしまったが、法人として事業継続の意思がある場合
　　 に行う届出（最長6ヶ月）であり、状況によっては休止届に該当しない場合もありますので十分検討してください。

注 1）人員変更は特例措置があります。詳しくは、NAGOYAかいごネットをご覧ください。

注 2）代表者の住所及び氏名（婚姻等による）の変更の場合は、各種誓約書を添付する必要はありません。

　　　　　※届出の控え（コピー）は必ず事業所で保管してください。
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 2020/8/1

　※下記一覧はあくまで参考であり、条件によって追加の書類が必要となる場合もあります △印は、変更がある場合にのみ必要となる書類

　※随時見直しを行っています。最新のものはNAGOYAかいごネットをご確認ください ●印は、加算を取る場合に必要となる書類（加算を取り下げる場合は不要）

事

業

所

又

は
施

設

の

建

物

の

構

造

・

専

用
区

画

等

管

理

者

に

関
す

る

変

更

事

業

所

の

名
称

営

業

日

・

営
業

時

間

従

業

員

の

変
更

利

用

料

の

変
更

通

常

の

実

施
地

域

・

緊

急

時

訪
問

看

護

加

算

・

特

別

管

理
体

制

・

タ
ー

ミ

ナ
ル

ケ

ア

加

算

　

　

　

　

　
（

介

護

給

付
）

休

止

休

止

か

ら

再
開

事

業

の

廃

止

☆1 ☆2 ☆2

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○

注1
○ ○ △ △ △ ○ △

○

○
注2

△

○ ○

△
△

注3
○ ○ ○

○
注1

○ ○ △ △ △ △ △

△
△

注3
○ ○ ○

○
注1

○ ○ △ △ △ △ ○

○
注3
注4

○
○

注1
● ○

○
注4

●

○

●

○ ○

○ ○

○
注5

○

○ ○ ○ △

○ ○ ○ △

●

●

●
注6

●

○

○

○

○

○

○
注7

○
注7

△
注7

注 6）サービス提供体制強化加算計算書の作成に当たっては、NAGOYAかいごネットの「サービス提供体制強化加算および特定事業所加算における職員配置割合計算等の取り扱いについて」
　　　をご確認ください。

運営規程の新旧対照表（参考様式18）

運営規程

従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（参考様式9-1）　※4週間分

業務管理体制にかかる届出書
※名古屋市に届出している事業者のみ

休止届出書（第6号様式）

☆1）事前相談が必要です。なお、区間移転（例：千種区から北区へなど）の場合、変更日は新規指定と同様、必ず毎月1日となります。（変更届の期日は、変更日の前々月の末日です。）
　　 区間移転の添付書類は、ＮＡＧＯＹＡかいごネットの「区間移転チェックリスト」をご確認ください。

☆2）休止届・廃止届の締め切りは休止・廃止日の1ヶ月前です。また休止届は、やむを得ず人員基準等を満たさなくなってしまったが、法人として事業継続の意思がある場合に行う届出
　　（最長6ヶ月）であり、状況によっては休止届に該当しない場合もありますので十分検討してください。

注 1）人員変更は特例措置があります。詳しくは、NAGOYAかいごネットをご覧ください。

注 2）代表者の住所及び氏名（婚姻等による）の変更の場合は、各種誓約書を添付する必要はありません。

・事業再開に向けての取組状況を記載した書類（任意様式）
・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・職員の募集広告等

注 4）住所及び氏名（婚姻等による）の変更の場合は、添付する必要はありません。

注 5）不動産の権利関係の変更を伴わない場合は、添付する必要はありません。

再開届出書（第5号様式）

廃止届出書（第6号様式）

・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・指定（更新）通知書の原本

【代表者変更の場合】
誓約書（参考様式1、別紙（1～10の該当分））

代表者（又は管理者）情報（参考様式3）

事業所一覧（参考様式19）

提出書類

注 3）兼務関係の変更も届出が必要です。兼務関係に変更があった場合は、運営規程も変更してください。

法人に関
する変更

休止 再開

注 7）NAGOYAかいごネットの「業務管理体制について」をご覧ください。医療みなし指定の事業所は、業務管理体制の対象外です。
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・
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号
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F

A

X
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号

サ
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ビ

ス

提
供

体

制

強

化

加

算

定

期

巡

回

・
随

時

対

応

型

訪

問

介

護

看

護

連

携

看

護

体

制

強
化

加

算

Ⅰ

・

Ⅱ

（

介

護

予

防
は

　

　

看

護

体
制

強

化

加

算
）

事

業

所

の

所
在

地
（

区

内

移

転
）

連携に関する契約書の写し

資格者証の写し　※婚姻等により姓が異なる場合は戸籍抄本等の写しな
ど確認ができる書類を添付

事業所平面図　※専用区画変更の場合は変更前も添付

主要な場所の写真（参考様式5）

法人の登記事項証明書　※3ヶ月以内に発行された原本

変更・廃止・休止・再開・加算に必要な添付書類一覧（訪問看護・介護予防訪問看護）

賃貸借契約書(写)　または
建物の登記事項証明書（法人あるいは自己所有の場合）※3ヶ月以内に発
行された原本

実務経験証明書（加算参考様式1）

定期巡回・随時対応型訪問介護看護と訪問看護の連携に係る届出書
（参考様式52）

サービス提供体制強化加算計算書（加算参考様式16-1、16-2）

看護体制強化加算に係る届出書（加算参考様式23）

緊急時(介護予防)訪問看護加算・特別管理体制・ターミナルケア体制に係
る届出書（加算参考様式22）

介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（加算様式01）

介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（加算様式02）
※変更部分にのみ「あり」「なし」を記載

廃止
運営規程

加算事業所に関する変更

変更があった事項

変更届出書（第4号様式）

　　　　　※届出の控え（コピー）は必ず事業所で保管してください。
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 2020/7/1

　※下記一覧はあくまで参考であり、条件によって追加の書類が必要となる場合もあります △印は、変更がある場合にのみ必要となる書類

　※随時見直しを行っています。最新のものはNAGOYAかいごネットをご確認ください ●印は、加算を取る場合に必要となる書類（加算を取り下げる場合は不要）
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造
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区

画

等
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・
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間
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の
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更
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の
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施
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域

リ
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リ
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ョ
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マ
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ジ

メ
ン

ト

加

算

　

　

　

Ⅰ

・
Ⅱ

・

Ⅲ

・

Ⅳ

事

業

所

評

価
加

算

の

申

出

休

止

休

止

か

ら

再
開

事

業

の

廃

止

☆1 ☆2 ☆3 ☆3

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○

注1
○ ○ △ △ △ △ △ △ △

○

○
注2

△ ○

○ ○

△
△

注3
○ ○ ○

○
注1

○ ○ △ △ △ △ △ △ △

△
△

注3
○ ○ ○

○
注1

○ ○ △ △ △ △ △ △ ○

○
注3
注4

○
○

注1
● ○

●

○ ○

○ ○

○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

●

●

●

○

○

○

○

○

○
注5

○
注5

△
注5

変更・廃止・休止・再開・加算に必要な添付書類一覧（訪問リハ・介護予防訪問リハ）

変更届出書（第4号様式）

事業所一覧（参考様式19）

法人の登記事項証明書　※3ヶ月以内に発行された原本

運営規程の新旧対照表（参考様式18）

【代表者変更の場合】
誓約書（参考様式1、別紙（1～10の該当分））

変更があった事項

代表者（又は管理者）情報（参考様式3）

法

人

の

名

称
・

所

在

地

・

代

表

者
提出書類

法人に関
する変更

事業所に関する変更
休止 再開 廃止

運営規程

休止届出書（第6号様式）

・事業再開に向けての取組状況を記載した書類（任意様式）
・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・職員の募集広告等

再開届出書（第5号様式）

廃止届出書（第6号様式）

・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・指定（更新）通知書の原本（みなし指定を除く）

業務管理体制にかかる届出書
※名古屋市に届出している事業者のみ

☆1）事前相談が必要です。なお、区間移転（例：千種区から北区へなど）の場合、変更日は新規指定と同様、必ず毎月1日となります。
　　（変更届の期日は、変更日の前々月の末日です。）区間移転の添付書類は、ＮＡＧＯＹＡかいごネットの「区間移転チェックリスト」をご確認ください。

☆3）休止届・廃止届の締め切りは休止・廃止日の1ヶ月前です。また休止届は、やむを得ず人員基準等を満たさなくなってしまったが、法人として事業継続の意思がある場合に
　　 行う届出（最長6ヶ月）であり、状況によっては休止届に該当しない場合もありますので十分検討してください。

注 3）兼務関係の変更も届出が必要です。兼務関係に変更があった場合は、運営規程も変更してください。

注 4）住所及び氏名（婚姻等による）の変更の場合は、添付する必要はありません。

注 5）NAGOYAかいごネットの「業務管理体制について」をご覧ください。医療みなし指定の事業所は、業務管理体制の対象外です。

注 1）人員変更は特例措置があります。詳しくは、NAGOYAかいごネットをご覧ください。

注 2）代表者の住所及び氏名（婚姻等による）の変更の場合は、各種誓約書を添付する必要はありません。

☆2）算定開始年度の前年度10月15日までに申請する必要があります。既に当該加算の申し出をしている事業所は、再度届出する必要はありません。

加算

訪問リハ 共通介護予防

・病院もしくは診療所の使用許可証等の写し
　（病院、診療所のみなし指定辞退の場合）
・介護老人保健施設の開設許可証等の写し
　（介護老人保健施設併設の場合）

社

会

参

加

支
援

加

算

サ
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ス

提
供

体

制

強

化
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算
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リ
ハ
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リ
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ー

シ
ョ

ン

実

施

加

算

リ

ハ

ビ

リ

テ
ー

シ
ョ

ン

 

マ

ネ

ジ

メ
ン

ト

加

算

事

業

所

の

所
在

地
（

区

内

移

転
）

資格者証の写し　※婚姻等により姓が異なる場合は戸籍抄本
等の写しなど確認ができる書類を添付

運営規程

従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（参考様式9-1）
※4週間分

法

人

の

電

話
番

号

・

F

A

X

番

号

事

業

所

の

電
話

番

号

・

F

A

X

番

号

実務経験証明書（加算参考様式1）

事業所平面図　※専用区画変更の場合は変更前も添付

主要な場所の写真（参考様式5）

介護給付費算定に係る体制等に関する届出書
（加算様式01）

介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（加算様式02）
※変更部分にのみ「あり」「なし」を記載

社会参加支援加算に係る届出（訪問リハ用）
（加算参考様式25-1）

サービス提供体制強化加算届出書（加算参考様式11）

　　　　　※届出の控え（コピー）は必ず事業所で保管してください。
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 2020/7/1

　※下記一覧はあくまで参考であり、条件によって追加の書類が必要となる場合もあります △印は、変更がある場合にのみ必要となる書類

　※随時見直しを行っています。最新のものはNAGOYAかいごネットをご確認ください ●印は、加算を取る場合に必要となる書類（加算を取り下げる場合は不要）

☆1 ☆2 ☆2

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○

注1
○ ○ △

○

○
注2

△ ○

○ ○

△
△

注3
○ ○ ○

○
注1

○ ○ △

△
△

注3
○ ○ ○

○
注1

○ ○ ○

○
注3
注4

○
○

注1
○

○
注4

○ ○

○ ○

○

○

○

○

○

○
注5

○
注5

△
注5

変更・廃止・休止・再開・加算に必要な添付書類一覧（居宅療養管理・介護予防居宅療養管理）

提出書類

再開届出書（第5号様式）

業務管理体制にかかる届出書
※名古屋市に届出している事業者のみ

休止届出書（第6号様式）

資格者証の写し　※婚姻等により姓が異なる場合は戸
籍抄本等の写しなど確認ができる書類を添付

事業所平面図　※専用区画変更の場合は変更前も添付

主要な場所の写真（参考様式5）

・事業再開に向けての取組状況を記載した書類（任意
様式）
・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・職員の募集広告等

廃止届出書（第6号様式）

・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・指定（更新）通知書の原本（みなし指定を除く）

変更届出書（第4号様式）

法人の登記事項証明書
※3ヶ月以内に発行された原本

【代表者変更の場合】
誓約書（参考様式1、別紙（1～10の該当分））

代表者（又は管理者）情報（参考様式3）

事業所一覧（参考様式19）

注4）住所及び氏名（婚姻等による）の変更の場合は、添付する必要はありません。

注5）NAGOYAかいごネットの「業務管理体制について」をご覧ください。医療みなし指定の事業所は、業務管理体制の対象外です。

運営規程の新旧対照表（参考様式18）

運営規程

従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（参考様式9-
1）　※4週間分

☆1）事前相談が必要です。なお、区間移転（例：千種区から北区へなど）の場合、変更日は新規指定と同様、必ず毎月1日となります。
　 （変更届の期日は、変更日の前々月の末日です。）区間移転の添付書類は、ＮＡＧＯＹＡかいごネットの「区間移転チェックリスト」をご確認ください。

☆2）休止届・廃止届の締め切りは休止・廃止日の1ヶ月前です。また休止届は、やむを得ず人員基準等を満たさなくなってしまったが、法人として事業
　　継続の意思がある場合に行う届出（最長6ヶ月）であり、状況によっては休止届に該当しない場合もありますので十分検討してください。

注1）人員変更は特例措置があります。詳しくは、NAGOYAかいごネットをご覧ください。

注2）代表者の住所及び氏名（婚姻等による）の変更の場合は、各種誓約書を添付する必要はありません。

注3）兼務関係の変更も届出が必要です。兼務関係に変更があった場合は、運営規程も変更してください。

再開 廃止
運営規程

法人に関
する変更

事業所に関する変更
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の
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止
か
ら
再
開

休
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通
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の
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施
地
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利
用
料
の
変
更

事
業
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管
理
者
に
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従
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在
地
（

区
内
移
転
）

　　　　　※届出の控え（コピー）は必ず事業所で保管してください。
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 2020/7/1

　※下記一覧はあくまで参考であり、条件によって追加の書類が必要となる場合もあります △印は、変更がある場合にのみ必要となる書類

　※随時見直しを行っています。最新のものはNAGOYAかいごネットをご確認ください ●印は、加算を取る場合に必要となる書類（加算を取り下げる場合は不要）

共生型

A

D

L
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持

等
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算

生

活

相

談

員

配

置

等

加

算

個
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送

迎
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制
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化

加

算

入

浴

介

助

体

制

強

化

加

算

栄

養

改

善

加

算

☆1 ☆1 ☆1 ☆2 ☆3 ☆4 ☆５ ☆５

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○

注1
○ ○ △ ○ ○ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○ △ △ △ △ △ △ △

○

○
注2

△ ○

○ ○

△
△

注3
○ ○ ○ ○

○
注1

○ ○ △ ○ ○ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○ △ △ △ △ △ △ △

△
△

注3
○

○
注10

○
注10

○
注10

○
注1

○ ○ △ ○ ○ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○ △ △ △ △ △ △ ○

○
注3
注4

○
○

注5
○

注1
○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ○

● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

●

○ ○
○

注5
● ●

○ ○
○

注5
● ● ●

○
注6

○

●
●

注12

○
注6

○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○

●
注7

●
注7

●

● ●

●

●

● ●

●

● ● ● ● ●

○

○

○

△
注11

△
注11

○

○

○
注9

○
注9

△
注9

・事業再開に向けての取組状況を記載した書類（任意様式）
・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・職員の募集広告等

共生型サービスの指定に関する意向確認書（参考様式21-2）

再開届出書（第5号様式）

廃止届出書（第6号様式）

業務管理体制にかかる届出書
※名古屋市に届出している事業者のみ

☆1）事前相談が必要です。なお、区間移転（例：千種区から北区へなど）の場合、変更日は新規指定と同様、必ず毎月1日となります。（変更届の期日は、変更日の前々月の末日です。）
　　 区間移転の添付書類は、ＮＡＧＯＹＡかいごネットの「区間移転チェックリスト」をご確認ください。また、定員が18名をまたいで増減する場合、サービス種別の変更になり、現事業所を廃止し新事業所の指定申請を行う必要が
　　 ありますのでご注意ください。（指定申請の締め切りは指定日の2ケ月前の末日）

☆2）地域密着型通所介護、療養通所介護、予防専門のみ指定を受けている場合は、規模区分変更の届出は必要ありません。詳しくは、NAGOYAかいごネットの「事業所規模の算定について」をご覧ください。

注 5）定員減の場合は添付する必要はありません。

注 6）不動産の権利関係の変更を伴わない場合や軽微なレイアウト変更など、添付不要な場合もありますので、事前協議時にご相談ください。

注 7）サービス提供体制強化加算計算書の作成に当たっては、NAGOYAかいごネットの「サービス提供体制強化加算および特定事業所加算における職員配置割合計算等の取り扱いについて」をご確認ください。

注 8）NAGOYAかいごネットの「介護職員処遇改善加算について（介護職員処遇改善実績報告について）」をご覧ください。

注 9）NAGOYAかいごネットの「業務管理体制について」をご覧ください。

注10）共生型サービスの場合は、本体サービスの運営規程も添付してください。（共生型サービスは、本体サービスのサービス提供時間内かつ、同一の定員設定でのみ運営可能です。）

注11）共生型サービスを休止または廃止する場合のみ添付してください。

介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（加算様式02）
※変更部分にのみ「あり」「なし」を記載

個別送迎体制強化加算・入浴介助体制強化加算に係る届出書
（加算参考様式27）

ＡＤＬ維持等加算に係る届出書（加算参考様式33）

計画様式（任意様式）

算定区分確認表（通所介護）（参考様式13-1）

実務経験証明書（加算参考様式1）

サービス提供体制強化加算計算書（加算参考様式16-1、16-
2）

認知症加算計算書（加算参考様式26-3）

注12）管理栄養士について、外部との連携により配置する場合は委託契約書等の連携がわかるもの（写）を添付してください。

☆5）過去に補助金を受けている場合は事前相談が必要です。休止届・廃止届の締め切りは休止・廃止日の1ヶ月前です。また休止届は、やむを得ず人員基準等を満たさなくなってしまったが、法人として事業継続の意思
　　 がある場合に行う届出（最長6ヶ月）であり、状況によっては休止届に該当しない場合もありますので十分検討してください。

注 1）人員変更は特例措置があります。詳しくは、NAGOYAかいごネットをご覧ください。

注 2）代表者の住所及び氏名（婚姻等による）の変更の場合は、各種誓約書を添付する必要はありません。

注 3）兼務関係の変更も届出が必要です。兼務関係に変更があった場合は、運営規程も変更してください。

注 4）住所及び氏名（婚姻等による）の変更の場合は、添付する必要はありません。

休止 再開 廃止
運営規程 通所介護・地域密着型通所介護 予防専門型 療養通所

加算

事

業

所
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称
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業

所
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分
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更
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ア

体

制
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算

若
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性
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知

症

利

用

者

受

入

加

算

法人に関
する変更

事業所に関する変更
加算（共通）

職

員

の

欠

員

に

よ

る

減

算

の

状

況

営

業

日

・

営

業

時

間

・

サ
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ス

提

供

時

間

の

変

更

認

知

症

加

算

通

常

の

実

施

地

域

選

択

的

サ
ー

ビ

ス

複

数

実

施

加

算

利

用

料

の

変

更

従

業

員

の

変

更

事

業

所

又

は

施

設

の

建

物

の

構

造

・

専

用

区

画

等

A

D

L

維

持

等

加

算

の

申

出

変更があった事項

運営規程の新旧対照表（参考様式18）

運営規程

休

止

サ
ー

ビ

ス

提

供

体

制

強

化

加

算

Ⅱ

・

Ⅲ

サ
ー

ビ

ス

提

供

体

制

強

化

加

算

Ⅰ

イ

・

Ⅰ

ロ

管

理

者

に

関

す

る

変

更

口

腔

機

能

向

上

加

算

生

活

機

能

向

上

連

携

加

算

利

用

者

の

定

員

の

変

更

事

業

所

評

価

加

算

の

申

出

生

活

機

能

向

上

グ

ル
ー

プ

加

算

運

動

器

機

能

向

上

加

算

個

別

機

能

訓

練

加

算

Ⅰ

・

Ⅱ

入

浴

介

助

体

制

時

間

延

長

サ
ー

ビ

ス

体

制

変更届出書（第4号様式）

法人の登記事項証明書　※3ヶ月以内に発行された原本

【代表者変更の場合】
誓約書（参考様式1、別紙（1～10の該当分））

代表者（又は管理者）情報（参考様式3）

事業所一覧（参考様式19）

従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（参考様式9-1）
※4週間分

介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（加算様式01）

資格者証の写し　※婚姻等により姓が異なる場合は戸籍抄本等
の写しなど確認ができる書類を添付

事業所平面図　※専用区画変更の場合は変更前も添付

主要な場所の写真（参考様式5）

賃貸借契約書(写)　または
建物の登記事項証明書（法人あるいは自己所有の場合）※3ヶ
月以内に発行された原本

認知症介護実践研修等の修了証（写）

介護保険事業所に係る関係法令確認書（参考様式16-1）

変更・廃止・休止・再開・加算に必要な添付書類一覧（通所介護・地域密着型通所介護・療養通所介護・予防専門型通所サービス（共生型サービスを含む））

提出書類

☆3）算定開始年度の前年度の7月15日までに申請する必要があります。詳しくは、NAGOYAかいごネットの「定期的に行う加算・減算の届出について」をご覧ください。

☆4）算定開始年度の前年度の10月15日までに申請する必要があります。既に当該加算の申し出をしている事業所が翌年度も算定を希望される場合は、再度届出する必要はありません。

・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・指定（更新）通知書の原本
・介護職員処遇改善加算を算定していた場合は(注8)も参照

休止届出書（第6号様式）

事

業

の

廃

止

休

止

か

ら

再

開

事

業

所

の

所

在

地
（

区

内

移

転
）

中重度者ケア体制加算計算書（加算参考様式26-2）

中重度者ケア体制加算・認知症加算に係る届出書（加算参考様
式26-1)

事

業

所

の

電

話

番

号

・

F

A

X

番

号

法

人

の

電

話

番

号

・

F

A

X

番

号

法

人

の

名

称

・

所

在

地

・

代

表

者

委託契約書等の連携を証する書類（写）

　　　　　※届出の控え（コピー）は必ず事業所で保管してください。
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 2020/7/1

　※下記一覧はあくまで参考であり、条件によって追加の書類が必要となる場合もあります △印は、変更がある場合にのみ必要となる書類

　※随時見直しを行っています。最新のものはNAGOYAかいごネットをご確認ください ●印は、加算を取る場合に必要となる書類（加算を取り下げる場合は不要）
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造
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用
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事

業

所
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称
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業

員

の

変

更
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用

料

の

変

更

通

常

の

実

施

地

域

事

業

所

規

模

の

区

分

時

間

延

長

サ
ー

ビ

ス

体

制

入

浴

介

助

体

制

中

重

度

者

ケ

ア

体

制

加

算

社

会

参

加

支

援

加

算

運

動

器

機

能

向

上

加

算

生

活

行

為

向

上

リ

ハ

ビ

リ

テ
ー

シ
ョ

ン

実

施

加

算

栄

養

改

善

加

算

口

腔

機

能

向

上

加

算

休

止

休

止

か

ら

再

開

事

業

の

廃

止

☆1 ☆1 ☆1 ☆2 ☆3 ☆3

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
注1

○ ○ △ △ ○ ○ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

○

○
注2

○ ○

○ ○

△ △
注3

○ ○ ○ ○ ○
注1

○ ○ △ △ ○ ○ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

△ △
注3

○ ○ ○ ○ ○
注1

○ ○ △ △ ○ ○ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○

○
注3
注4

○
○

注5
○

注1
● ● ● ● ● ● ● ● ● ○

● ● ● ● ● ● ● ● ●

●
注6

●

●
注
11

○ ○ ○
注5

○

○ ○ ○
注5

○

○
注7

○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○

●
注8

●
注8

●

●

●

●

●
Ⅱの
み

● ● ● ●

○

○

○

○

○

○
注
10

○
注
10

△
注10

注 6）精神科医師もしくは神経内科医師をもって要件を満たす場合は、添付不要です。

☆2）算定開始年度の前年度10月15日までに申請する必要があります。既に当該加算の申し出をしている事業所は、再度届出する必要はありません。

☆3）休止届・廃止届の締め切りは休止・廃止日の1ヶ月前です。また休止届は、やむを得ず人員基準等を満たさなくなってしまったが、法人として事業継続の意思がある場合に行う届出（最長6ヶ月）であり、状況によって
　　 休止届に該当しない場合もありますので十分検討してください。

法人に関
する変更

事業所に関する変更 加算
休止 再開 廃止

運営規程 通所リハ
加算（共通）

介護予防

提出書類

法

人

の

電

話

番

号

・

F

A

X

番

号

事

業

所

評

価

加

算

の

申

出

注 1）人員変更は特例措置があります。詳しくは、NAGOYAかいごネットをご覧ください。

注 2）代表者の住所及び氏名（婚姻等による）の変更の場合は、各種誓約書を添付する必要はありません。
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・

Ⅱ
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内
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転
）

営
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日

・

営

業

時

間

・

サ
ー

ビ

ス

提
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時

間

の

変

更

リ

ハ

ビ

リ

テ
ー

シ
ョ

ン

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト

加

算

Ⅰ

・

Ⅱ

・

Ⅲ

・

Ⅳ

短

期

集

中

個

別

リ

ハ

ビ

リ

テ
ー

シ
ョ

ン

実
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加

算
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所
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番

号

・

F

A

X

番

号
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性
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知

症
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用

者
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入
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算

従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（参考様式9-1）
※4週間分

運営規程の新旧対照表（参考様式18）

変更があった事項

選

択

的

サ
ー

ビ

ス

複

数

実

施

加

算

変更・廃止・休止・再開・加算に必要な添付書類一覧（通所リハビリ・介護予防通所リハビリ）

代表者（又は管理者）情報（参考様式3）

法人の登記事項証明書　※3ヶ月以内に発行された原本

【代表者変更の場合】
誓約書（参考様式1、別紙（1～10の該当分））

変更届出書（第4号様式）

運営規程

事業所一覧（参考様式19）

資格者証の写し　※婚姻等により姓が異なる場合は戸籍抄本等の
写しなど確認ができる書類を添付のこと

・病院もしくは診療所の使用許可証等(写)
　※病院、診療所の場合
・介護老人保健施設（又は介護医療院）の開設許可証等(写)
　※介護老人保健施設又は介護医療院併設の場合

事業所平面図
※専用区画変更の場合は変更前も添付

介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（加算様式01）

生活行為向上マネジメント研修若しくは生活行為向上リハビリ
テーション研修会等の修了証

医師が認知症に対するリハビリテーションの専門的な研修を修了
したことがわかるもの

委託契約書等の連携を証する書類（写）

介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（加算様式02）
※変更部分にのみ「あり」「なし」を記載

主要な場所の写真（参考様式5）

・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・指定（更新）通知書の原本（みなし指定を除く）
・介護職員処遇改善加算を算定していた場合は(注9)も参照

中重度者ケア体制加算・認知症加算に係る届出書
（加算参考様式26-1）

中重度者ケア体制加算計算書（加算参考様式26-2）

算定区分確認表（通所リハ）（参考様式13-2）

・事業再開に向けての取組状況を記載した書類（任意様式）
・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・職員の募集広告等

休止届出書（第5号様式）

サービス提供体制強化加算計算書
（加算参考様式16-1、16-2）

実務経験証明書（参考様式15）

計画様式（任意形式）

社会参加支援加算に係る届出（通所リハ用）
（加算参考様式25-2）

再開届出書（第6号様式）

業務管理体制にかかる届出書
※名古屋市に届出している事業者のみ

廃止届出書（第5号様式）

☆1）事前相談が必要です。なお、区間移転（例：千種区から北区へなど）の場合、変更日は新規指定と同様、必ず毎月1日となります。（変更届の期日は、変更日の前々月の末日です。）
　　 区間移転の添付書類は、ＮＡＧＯＹＡかいごネットの「区間移転チェックリスト」をご確認ください。

注 8）サービス提供体制強化加算計算書の作成に当たっては、NAGOYAかいごネットの「サービス提供体制強化加算および特定事業所加算における職員配置割合計算等の取り扱いについて」をご確認ください。

注 9）NAGOYAかいごネットの「介護職員処遇改善加算について（介護職員処遇改善実績報告について）」をご覧ください。

注10）NAGOYAかいごネットの「業務管理体制について」をご覧ください。医療みなし指定の事業所は、業務管理体制の対象外です。

注11）管理栄養士について、外部の連携により配置する場合は、委託契約書等の連携がわかるもの（写）を添付してください。

注 7）区画の変更に伴い、使用（開設）許可証等に変更があれば、その写しを添付してください。

注 3）兼務関係の変更も届出が必要です。兼務関係に変更があった場合は、運営規程も変更してください。

注 4）住所及び氏名（婚姻等による）の変更の場合は、添付する必要はありません。

注 5）定員減の場合は添付する必要はありません。

　　　　　※届出の控え（コピー）は必ず事業所で保管してください。
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 2020/7/1

　※下記一覧はあくまで参考であり、条件によって追加の書類が必要となる場合もあります △印は、変更がある場合にのみ必要となる書類

　※随時見直しを行っています。最新のものはNAGOYAかいごネットをご確認ください ●印は、加算を取る場合に必要となる書類（加算を取り下げる場合は不要）
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☆１ ☆１

☆１ ☆１ ☆１ ☆１ ☆2 ☆1 ☆2

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○
注1

○ ○ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
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○ ○

△
△
注３

○ ○ ○
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△
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○
○
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○
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○
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○
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○
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○
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○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ○

△

● ● ● ● ● ● ● ●

○
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○ ○ ○
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○ ○ ○
注5

○
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○

○
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○
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●

●

●
注8

●
注8

●
注8

●
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●

●

●
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●

○
注7

○
注7

○

△
注11

△
注11

○

○

〇
注9

○
注9

△
注9

提出書類

☆3）介護職員処遇改善加算の届出については、NAGOYAかいごネットの「介護職員処遇改善加算について（介護職員処遇改善実績報告について）」をご覧ください。

事業所の部屋別施設（参考様式7）

協定書・連携契約書（写）　※診療科目がわかるものも添付

運営規程

従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（参考様式9-2又は9-
3）【４週間分】　※他事業所に兼務の場合は、兼務先のもの
も併せて提出

事業所一覧（参考様式19）

利用料の積算がわかるもの（任意様式）

運営規程新旧対照表（参考様式18）

代表者（又は管理者）情報（参考様式3）

変更届出書（第4号様式）

法人の登記事項証明書　※3ヶ月以内に発行された原本

・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・指定（更新）通知書の原本

業務管理体制にかかる届出書
※名古屋市に届出している事業者のみ

休止届出書（第6号様式）

・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・事業再開に向けての取組状況を記載した書類（任意様式）
・職員の募集広告等

変更・廃止・休止・再開・加算に必要な添付書類一覧（短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護（共生型サービスを含む））

変更があった事項

☆1）事前相談が必要です。

法人に関
する変更

事業所に関する変更
休止 再開 廃止

運営規程
加算　☆３

入所（入院）人数確認表（参考様式20）

再開届出書（第5号様式）

老人居宅生活支援事業開始届（第16号様式の3）または老人デ
イサービスセンター等設置届（第16号様式の6）

資格証明書（写）　※婚姻等により姓が異なる場合は戸籍抄本
等（3ヶ月以内に発行された原本）の確認ができる書類を添付
のこと

誓約書（参考様式1、別紙１、７）

事業所の平面図（参考様式4）　※専用区画変更の場合は変更
前も添付

主要な場所の写真（参考様式5）

賃貸借契約書、法人所有の場合は所有関係がわかるもの　※不
動産の登記事項証明書（3ヶ月以内に発行された原本）、固定
資産税納付通知書の写し等

介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（加算様式01）

介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（加算様式02）　※変
更部分にのみ「あり」「なし」を記載のこと

介護保険事業所に係る関係法令確認書（参考様式16-1）

看護体制加算に係る届出書（加算参考様式28-1）

実務経験証明書（加算参考様式1）

・車検証の写し
・ナンバーがついた車の写真
・送迎車が賃貸にあっては契約書の写し

24時間の連絡体制確保が確認できる書類（Ⅱ・Ⅳ）

サービス提供体制強化加算計算書（加算参考様式16-1、16-
2）

・認知症専門ケア加算に係る届出書（加算参考様式39）
・研修修了証の写し
・研修・会議に対する事業所の取り組み方針

委託契約書等の連携を証する書類の写し

・介護ロボットの導入による夜勤職員配置加算に係る届出書
（加算参考様式36）
・介護ロボットの写真
・事故等の減少が確認できる書類（任意様式）

喀痰吸引等事業者の登録がわかるもの

計画書の様式（任意様式）

廃止届出書（第6号様式）

共生型サービスの指定に関する意向確認書（参考様式21-2）

☆2）休止届・廃止届の締め切りは休止・廃止日の1ヶ月前です。

注１）人員変更は特例措置があります。詳しくは、NAGOYAかいごネットをご覧ください。

注２）住所、氏名（婚姻等による）及び兼務関係の変更のみの場合は、誓約書及び別紙を添付する必要はありません。

注３）兼務関係の変更も届出が必要です。兼務関係に変更があった場合は、運営規程も変更してください。

注４）住所及び氏名（婚姻等による）の変更の場合は、添付する必要はありません。

注９）業務管理体制の届出については、NAGOYAかいごネットの「業務管理体制について」をご覧ください。

注1０）共生型サービスの場合は、本体サービスの運営規程も添付してください。（共生型サービスは、本体サービスと同一の定員設定でのみ運営可能です。）

注1１）共生型サービスを休止または廃止する場合のみ、提出してください。

注５）定員減の場合は、添付する必要はありません。

注６）不動産の権利関係の変更を伴わない場合は添付する必要はありません。また、軽微なレイアウト変更等においては添付不要な場合もありますので、事前相談時にご相談ください。

注８）サービス体制強化加算計算書の作成に当たっては、NAGOYAかいごネットの「サービス提供体制強化加算および特定事業所加算における職員配置割合計算等の取り扱いについて」をご確認ください。

注７）休止届は、やむを得ず人員基準等を満たさなくなってしまったが、法人として事業継続の意思がある場合に行う届出（最長6ヶ月）であり、状況によっては休止届に該当しない場合もありますので十分検討してく
　　　ださい。

　　　　　※届出の控え（コピー）は必ず事業所で保管してください。
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　※下記一覧はあくまで参考であり、条件によって追加の書類が必要となる場合もあります △印は、変更がある場合にのみ必要となる書類

　※随時見直しを行っています。最新のものはNAGOYAかいごネットをご確認ください ●印は、加算を取る場合に必要となる書類（加算を取り下げる場合は不要）
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注1
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特別診療費 特定診療費

病院・診療所

療

養

環

境

基

準
（

廊

下

・

療

養

室
）

事業所の平面図（参考様式4）　※専用区画変更の
場合は変更前も添付）

運営規程

従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（参考様式9-
2）【4週間分】　※他事業所に兼務の場合は、兼
務先のものも併せて提出

代表者（又は管理者）情報（参考様式3）
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の
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従
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員

の
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更

注８）休止届は、やむを得ず人員基準等を満たさなくなってしまったが、法人として事業継続の意思がある場合に行う届出（最長6ヶ月）であり、状況によっては休止届に該当しない場合もありますので十分検討してください。

注３）兼務関係の変更も届出が必要です。兼務関係に変更があった場合は、運営規程も変更してください。

注４）住所及び氏名（婚姻等による）の変更の場合は、添付する必要はありません。

注５）定員減の場合は、添付する必要はありません。

注６）サービス提供体制強化加算計算書の作成に当たっては、NAGOYAかいごネットの「サービス提供体制強化加算および特定事業所加算における職員配置割合計算等の取り扱いについて」をご確認ください。

変更・廃止・休止・再開・加算に必要な添付書類一覧（短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護）

主要な場所の写真（参考様式5）

介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（加算様式
02）　※変更部分にのみ「あり」「なし」を記載
のこと

実務経験証明書（参考様式15）

・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・指定（更新）通知書の原本

休止届出書（第6号様式）

・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・事業再開に向けての取組状況を記載した書類（任
意様式）
・職員の募集広告等

再開届出書（第5号様式）

廃止届出書（第6号様式）

サービス提供体制強化加算計算書（加算別紙16又
は16-2）

事業所に関する変更

提出書類

利用料の積算がわかるもの（任意様式）

介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（加算
様式01）

事業所の部屋別施設（参考様式７）

資格証明書（写）　※婚姻等により姓が異なる場合
は戸籍抄本等（3ヶ月以内に発行された原本）の確
認ができる書類を添付のこと

注２）住所、氏名（婚姻等による）及び兼務関係の変更のみの場合は、誓約書及び別紙を添付する必要はありません。

在宅強化型計算書（加算参考様式73）

療養強化型計算書（加算参考様式74）

・車検証の写し
・ナンバーがついた車の写真
・送迎車が賃貸にあっては契約書の写し

療養機能強化型計算書（加算参考様式76-1、76-
2）

・認知症専門ケア加算に係る届出書（加算参考様式
39）
・研修修了証の写し
・研修・会議に対する事業所の取り組み方針

基本型・在宅強化型の基本施設サービス費及び在宅
復帰・在宅療養支援機能加算に係る届出書
（加算参考様式77－1）

療養型基本施設サービス費及び療養体制維持特別加
算（Ⅱ）に係る届出（加算参考様式77－2）

注1）人員変更は特例措置があります。詳しくは、NAGOYAかいごネットをご覧ください。

☆2）休止届・廃止届の締め切りは休止・廃止日の1ヶ月前です。

☆1）事前相談が必要です。

理学療法、作業療法又は言語聴覚療法の施設基準に
係る届出書類添付書類（加算参考様式８５（精神科
作業療法の場合は加算参考様式８６））

業務管理体制にかかる届出書
※名古屋市に届出している事業者のみ

注７）業務管理体制の届出については、NAGOYAかいごネットの「業務管理体制について」をご覧ください。

☆3）介護職員処遇改善加算の届出については、NAGOYAかいごネットの「介護職員処遇改善加算について（介護職員処遇改善実績報告について）」をご覧ください。

再開 廃止
老健

事業所一覧（参考様式19）

運営規程新旧対照表（参考様式18）

変更届出書（第4号様式）

法人の登記事項証明書　※3ヶ月以内に発行された
原本

誓約書（参考様式1、別紙1、７）

運営規程

法人に関
する変更 加算　☆３

介護医療院
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体

制

在

宅

復

帰

・

在

宅

療

養

支

援

機

能

加

算

Ⅰ

・

Ⅱ

若

年

性

認

知

症

利

用

者

受

入

加

算

送

迎

体

制

療

養

食

加

算

認

知

症

専

門

ケ

ア

加

算

サ
ー

ビ

ス

提

供

体

制

強

化

加

算

Ⅰ

イ

・

ロ

休

止

か

ら

再

開

事

業

の

廃

止

重症皮膚潰瘍管理指導の施設基準に係る届出書添付
書類（加算参考様式８２）

薬剤管理指導の施設基準に係る届出書添付書類（加
算参考様式８３）

勤務する従事者の名簿（加算参考様式８４）

医

師

の

配

置

基

準

療

養

機

能

強

化

型

Ａ

・

Ｂ

休

止

人

員

配

置

区

分
（

そ

の

他
）

療

養

環

境

基

準
（

廊

下

・

療

養

室
）

重

度

認

知

症

疾

患

療

養

体

制

加

算

サ
ー

ビ

ス

提

供

体

制

強

化

加

算

Ⅱ

診療報酬算定のための届出書の写し等

夜

勤

職

員

配

置

加

算

人

員

配

置

区

分
（

基

本

型

・

在

宅

強

化

型
）

サ
ー

ビ

ス

提

供

体

制

強

化

加

算

Ⅲ

　　　　　※届出の控え（コピー）は必ず事業所で保管してください。
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 2020/7/1

　※下記一覧はあくまで参考であり、条件によって追加の書類が必要となる場合もあります △印は、変更がある場合にのみ必要となる書類

　※随時見直しを行っています。最新のものはNAGOYAかいごネットをご確認ください ●印は、加算を取る場合に必要となる書類（加算を取り下げる場合は不要）

☆1 ☆2 ☆2

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○

注1
○ ○ ○ ○ ○ △

○

○
注2

△
○

注2

○ ○

△
△

注3
○ ○ ○

○
注1

○ ○ ○ ○ ○ △

△
△

注3
○ ○ ○

○
注1

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○
○

注8

○
注3
注4

○
○

注1
○

○ ○
○

注5

○ ○
○

注5

○
注6

○
○

注5

○
注7

○

○

○

○

○

○

○
注9

○
注9

△
注9

注10）名古屋市介護保険福祉用具購入費受領委任払制度の取扱登録事業所については、受領委任払い制度に係る届出が別途必要になります。
　　　 詳しくは、NAGOYAかいごネットの「名古屋市介護保険福祉用具購入費受領委任払い制度」をご覧ください。

従
業
員
の
変
更

営
業
日
・
営
業
時
間

事
業
所
の
所
在
地
（

区
内
移
転
）

事
業
所
の
名
称

管
理
者
に
関
す
る
変
更

事
業
の
廃
止

休
止
か
ら
再
開

休
止

複
数
の
福
祉
用
具
を
貸
与
す
る
場
合

の
価
格
の
適
正
化
（

減
額
料
金
）

利
用
料
の
変
更

変更があった事項

事
業
所
又
は
施
設
の
建
物
の
構
造
・

専
用
区
画
等

事業所平面図　※専用区画変更の場合は変更前も添付

標準作業書

委託契約書（写）

運営規程

資格者証の写し　※婚姻等により姓が異なる場合は戸籍抄本
等の写しなど確認ができる書類を添付

変更届出書（第4号様式）

法人の登記事項証明書　※3ヶ月以内に発行された原本

提出書類

廃止事業所に関する変更
運営規程

変更・廃止・休止・再開・加算に必要な添付書類一覧（福祉用具貸与・販売、介護予防福祉用具貸与・販売）

法人に関
する変更

休止 再開

主要な場所の写真（参考様式5）

休止届出書（第6号様式）（注10）

・事業再開に向けての取組状況を記載した書類（任意様式）
・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・職員の募集広告等

取
り
扱
う
種
目

消
毒
保
管
方
法
の
変
更
（

委
託
先
変

更
を
含
む
）

通
常
の
実
施
地
域

従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（参考様式9－1）
※4週間分

【代表者変更の場合】
誓約書（参考様式1、別紙（1～10の該当分））

代表者（又は管理者）情報（参考様式3）

事業所一覧（参考様式19）

運営規程の新旧対照表（参考様式18）

料金表・パンフレット

賃貸借契約書(写)　または
建物の登記事項証明書（法人あるいは自己所有の場合）※
3ヶ月以内に発行された原本

法
人
の
名
称
・
所
在
地
・
代
表
者

事
業
所
の
電
話
番
号
・
F

A

X

番
号

法
人
の
電
話
番
号
・
F

A

X

番
号

再開届出書（第5号様式）（注10）

廃止届出書（第6号様式）（注10）

☆1）事前相談が必要です。なお、区間移転（例：千種区から北区へなど）の場合、変更日は新規指定と同様、必ず毎月1日となります。
　　（変更届の期日は、変更日の前々月の末日です。）区間移転の添付書類は、ＮＡＧＯＹＡかいごネットの「区間移転チェックリスト」をご確認ください。

☆2）休止届・廃止届の締め切りは休止・廃止日の1ヶ月前です。休止届は、やむを得ず人員基準等を満たさなくなってしまったが、法人として事業継続の意思がある
　　 場合に行う届出（最長6ヶ月）であり、状況によっては休止届に該当しない場合もありますので十分検討してください。

・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・指定（更新）通知書の原本

業務管理体制にかかる届出書
※名古屋市に届出している事業者のみ

注 1）人員変更は特例措置があります。詳しくは、NAGOYAかいごネットをご覧ください。

注 2）代表者の住所及び氏名（婚姻等による）の変更の場合は、各種誓約書を添付する必要はありません。

注 3）兼務関係の変更も届出が必要です。兼務関係に変更があった場合は、運営規程も変更してください。

注 4）住所及び氏名（婚姻等による）の変更の場合は、添付する必要はありません。

注 5）消毒・保管について、自社で行っている場合は自社の保管場所について、委託により行っている場合は委託先の保管場所について添付してください。

注 6）不動産の権利関係の変更を伴わない場合は、添付する必要はありません。

注 7）消毒・保管について、委託により行っている場合に添付してください。

注 8）料金表・パンフレットは、必ず単品料金と複数の福祉用具の減額料金が設定されているものを添付してください。

注 9）NAGOYAかいごネットの「業務管理体制について」をご覧ください。

　　　　　※届出の控え（コピー）は必ず事業所で保管してください。
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 2020/7/1

　※下記一覧はあくまで参考であり、条件によって追加の書類が必要となる場合もあります △印は、変更がある場合にのみ必要となる書類

　※随時見直しを行っています。最新のものはNAGOYAかいごネットをご確認ください ●印は、加算を取る場合に必要となる書類（加算を取り下げる場合は不要）

タ
ー

ミ

ナ

ル
ケ

ア

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト

加

算

☆1 ☆2 ☆2

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ △ △

○

○
注1

△

○ ○

△
△

注2
△ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ △ △

△
△

注2
△ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ △ ○

○ ○ ○ ○ ○ ● ● ○

○ ○

○ ○ ○ ●

○ ○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○

○
注3

○

○ ○ ○

○ ○ ○

● ● ●

●

●

○

○

○

○

○

○
注4

○
注4

△
注4

事

業

所

の

名
称

法人に関
する変更

休止

特

定

事

業

所
加

算

Ⅳ

注1）代表者の住所及び氏名（婚姻等による）の変更の場合は、各種誓約書を添付する必要はありません。

事業所平面図　※専用区画変更の場合は変更前も添付

変更があった事項

事業所一覧（参考様式19）

運営規程の新旧対照表（参考様式18）

介

護

支

援

専
門

員

の

変

更
（

増

員

・

交
代
）

介

護

支

援

専
門

員

の

変

更
（

氏

名
）

管

理

者

に

関
す

る

変

更

事

業

所

又

は
施

設

の

建

物

の

構

造

・

専
用

区

画

等

事

業

所

の

電
話

番

号

・

F

A

X

番

号

法人の登記事項証明書　※3ヶ月以内に発行された原本

【代表者変更の場合】
誓約書（参考様式1、別紙（1～10の該当分））

注2）兼務関係の変更も届出が必要です。兼務関係に変更があった場合は、運営規程も変更してください。

提出書類

事

業

の

廃

止

休

止

か

ら

再
開

休

止

特

定

事

業

所
加

算

Ⅰ

・

Ⅱ

・

Ⅲ

通

常

の

実

施
地

域

利

用

料

の

変
更

法

人

の

名

称
・

所

在

地

・

代

表

者

営

業

日

・

営
業

時

間

事

業

所

の

所
在

地
（

区

内

移

転
）

運営規程

従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（参考様式9－1）
※4週間分

経歴書（参考様式8）

介護支援専門員入力項目確認表（参考様式14）

主任介護支援専門員研修修了証書の写し

介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（加算様式01）

介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（加算様式02）
※変更部分にのみ「あり」「なし」を記載

休止届出書（第6号様式）

・事業再開に向けての取組状況を記載した書類（任意様式）
・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・職員の募集広告等

・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・指定（更新）通知書の原本

再開届出書（第5号様式）

特定事業所加算・ターミナルケアマネジメント加算届出書（加算
参考様式14）

☆1）事前相談が必要です。なお、区間移転（例：千種区から北区へなど）の場合、変更日は新規指定と同様、必ず毎月1日となります。（変更届の期日は、変更日の前々月の末日です。）
　　 区間移転の添付書類は、ＮＡＧＯＹＡかいごネットの「区間移転チェックリスト」をご確認ください。

廃止届出書（第6号様式）

注3）不動産の権利関係の変更を伴わない場合は、添付する必要はありません。

注4）NAGOYAかいごネットの「業務管理体制について」をご覧ください。

☆2）休止届・廃止届の締め切りは休止・廃止日の1ヶ月前です。休止届は、やむを得ず人員基準等を満たさなくなってしまったが、法人として事業継続の意思がある場合に行う届出
　　（最長6ヶ月）であり、状況によっては休止届に該当しない場合もありますので十分検討してください。

実務研修実習受入協力事業所登録申請書の写し（受付印のあるも
の）または登録済証の写し

代表者（又は管理者）情報（参考様式3）

変更・廃止・休止・再開・加算に必要な添付書類一覧（居宅介護支援）

変更届出書（第4号様式）

主要な場所の写真（参考様式5）

賃貸借契約書(写)　または
建物の登記事項証明書（法人あるいは自己所有の場合）※3ヶ月
以内に発行された原本

再開 廃止事業所に関する変更
運営規程

加算

介

護

支

援

専
門

員

の

変

更
（

兼

務

関

係
）

介

護

支

援

専
門

員

の

変

更
（

減

員
）

法

人

の

電

話
番

号

・

F

A

X

番

号

業務管理体制にかかる届出書
※名古屋市に届出している事業者のみ

介護支援専門員証(写)又は介護支援専門員登録証明書と登録番号
通知書(写)　※婚姻等により姓が異なる場合は戸籍抄本等の写し
など確認ができる書類を添付

　　　　　※届出の控え（コピー）は必ず事業所で保管してください。
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 2020/7/1

　※下記一覧はあくまで参考であり、条件によって追加の書類が必要となる場合もあります △印は、変更がある場合にのみ必要となる書類

　※随時見直しを行っています。最新のものはNAGOYAかいごネットをご確認ください ●印は、加算を取る場合に必要となる書類（加算を取り下げる場合は不要）

法

人

の

名

称

・

所

在

地

・

代

表

者

法

人

の

電

話

番

号

・

F

A

X

番

号

事

業

所

の

電

話

番

号

・

F

A

X

番

号

事

業

所

又

は

施

設

の

建

物

の

構

造

・

専

用

区

画

等

管

理

者

に

関

す

る

変

更

計

画

作

成

担

当

者

の

変

更

協

力

医

療

機

関

事

業

所

の

名

称

事

業

所

の

所

在

地

利

用

者

の

定

員

の

変

更
（

増

員
）

【

地

密

以

外
】

利

用

者

の

定

員

の

変

更

従

業

員

の

変

更

利

用

料

の

変

更

短

期

利

用

特

定

施

設

職

員

の

欠

員

に

よ

る

減

算

の

状

況

身

体

拘

束

廃

止

取

組

の

有

無

入

居

継

続

支

援

加

算

生

活

機

能

向

上

連

携

加

算

個

別

機

能

訓

練

加

算

夜

間

看

護

体

制

加

算

若

年

性

認

知

症

入

居

者

受

入

加

算

看

取

り

介

護

加

算

認

知

症

専

門

ケ

ア

加

算

サ
ー

ビ

ス

提

供

体

制

強

化

加

算

Ⅰ

イ

・

ロ

サ
ー

ビ

ス

提

供

体

制

強

化

加

算

Ⅱ

サ
ー

ビ

ス

提

供

体

制

強

化

加

算

Ⅲ

休

止

休

止

か

ら

再

開

事

業

の

廃

止

☆１ ☆１

☆１ ☆１ ☆１ ☆１ ☆１ ☆2 ☆１ ☆2

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○

注1
○ ○ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

〇

〇

○

○
注2

○ ○

△
△

注3
△

注3
○ ○ ○

○
注1

○ ○ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

△
△

注3
△

注3
○ ○ ○

○
注1

○ ○ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○

○
注3
注4

○
注3
注4

〇 ○
○

注1
○ ● ● ● ● ○

△ ○

○

○

● ● ● ● ●

○

○ 〇

○ ○ 〇 ○

○ ○ 〇 ○

○ ○ 〇 〇

○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●
注6

●
注6

●
注6

●

●

●
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△
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事業所の平面図（参考様式4）　※専用区画変更の場合は変
更前も添付

介護支援専門員証（写）又は介護支援専門員登録証明書と登
録番号通知書（写）　※婚姻等により姓が異なる場合は戸籍
抄本等（3ヶ月以内に発行された原本）の確認ができる書類
を添付のこと

事業所の部屋別施設（参考様式7）

採択通知書の写し〔※2〕

法人の登記事項証明書　※3ヶ月以内に発行された原本

誓約書（参考様式1、別紙1、７）
地域密着型の場合（参考様式1、別紙2）

事業所一覧（参考様式19）

運営規程新旧対照表（参考様式18）

運営規程

従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（参考様式9-2）【4
週間分】　※他事業所に兼務の場合は、兼務先のものも併せ
て提出

主要な場所の写真（参考様式5）

変更・廃止・休止・再開・加算に必要な添付書類一覧（特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護・地域密着型特定施設入居者生活介護）

法人に関
する変更

事業所に関する変更
加算 　☆３ 休止 再開 廃止

運営規程

変更届出書（第4号様式）

変更があった事項

指定通知書の写し

介護支援専門員入力項目確認表（参考様式14）

資格証明書の写し

利用料の積算がわかるもの（任意様式）

協定書・連携契約書　※診療科目がわかるものも添付

介護給付費算定に係る体制等に関する届出書
（加算様式01）

提出書類

・２４時間の連絡体制確保の確認できる書類
・重度化対応指針

・看取りに関する指針
・職員研修実施計画
・看取りに関する計画書及び同意書

代表者（又は管理者）情報（参考様式3）

入居継続支援加算に関する届出書（加算参考様式34）

委託契約書等連携を証する書類の写し

認知症専門ケア加算に関する届出書（加算参考様式39）

指定特定施設入所者生活介護指定変更申請書（様式第17）〔※１〕

介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（加算様式02）　※
変更部分にのみ「あり」「なし」を記載のこと

短期利用特定施設入居者生活介護に係る届出書
（加算参考様式31）

計画書様式（任意様式）

看取り介護体制に係る届出書（加算参考様式30－2）

・研修修了証の写し
・研修・介護に関する事業所の取組方針

サービス提供体制強化加算計算書
（加算参考様式１６-1又は１６-２）

実務経験証明書（加算参考様式１）

再開届出書（第5号様式）

夜間看護体制に係る届出書（加算参考様式29）

注３）兼務関係の変更も届出が必要です。兼務関係に変更があった場合は、運営規程も変更してください。

注４）住所及び氏名（婚姻等による）の変更の場合は、添付する必要はありません。

注５）休止届は、やむを得ず人員基準等を満たさなくなってしまったが、法人として事業継続の意思がある場合に行う届出（最長6ヶ月）であり、状況によっては休止届に該当しない場合もありますので十分検討してください。

廃止・休止届出書（第6号様式）

注７）業務管理体制の届出については、NAGOYAかいごネットの「業務管理体制について」をご覧ください。

※1）「指定特定施設入居者生活介護指定変更申請書（様式第17）」は、変更申請のため、事前提出が必要です。

※2）「採択通知書の写し」について、混合型特定施設入居者生活介護を行う有料老人ホームのうち、老人福祉法の規定に基づき当該施設が平成18年3月31日時点で届け出ている施設定員数の範囲内で定員増を行
　　　う場合は、添付する必要はありません。

注1）従業員の変更は特例措置があります。詳しくは、NAGOYAかいごネットをご覧ください。

注２）住所、氏名（婚姻等による）及び兼務関係の変更のみの場合は、誓約書及び別紙を添付する必要はありません。

・事業再開に向けての取組状況を記載した書類（任意様式）
・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・職員の募集広告等

・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・指定（更新）通知書の原本

業務管理体制にかかる届出書
※名古屋市に届出している事業者のみ

注６）加算参考様式１６－1、１６－２の作成に当たっては、ＮＡＧＯＹＡかいごネットの「サービス提供体制強化加算および特定事業所加算における職員配置割合計算等の取り扱いについて」をご確認ください。

身体拘束等の適正化のための指針

☆1）事前相談が必要です。

☆2）休止届・廃止届の締め切りは休止・廃止日の1ヶ月前です。

☆3）介護職員処遇改善加算の届出については、NAGOYAかいごネットの「介護職員処遇改善加算について（介護職員処遇改善実績報告について）」をご覧ください。

賃貸借契約書、法人所有の場合は所有関係がわかるもの※不
動産の登記事項証明書（3ヶ月以内に発行された原本）、固
定資産税納付通知書の写し等

　　　　　※届出の控え（コピー）は必ず事業所で保管してください。
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 2020/7/1

　※下記一覧はあくまで参考であり、条件によって追加の書類が必要となる場合もあります △印は、変更がある場合にのみ必要となる書類

　※随時見直しを行っています。最新のものはNAGOYAかいごネットをご確認ください ●印は、加算を取る場合に必要となる書類（加算を取り下げる場合は不要）
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・事業再開に向けての取組状況を記載した書類（任意様式）
・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・職員の募集広告等

再開届出書（第5号様式）

指定辞退届出書（第7号様式）

・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・指定（更新）通知書の原本

業務管理体制にかかる届出書
※名古屋市に届出している事業者のみ

☆1）事前相談が必要です。

☆2）休止届・廃止届の締め切りは休止・廃止日の1ヶ月前です。

☆3）介護職員処遇改善加算の届出については、NAGOYAかいごネットの「介護職員処遇改善加算について（介護職員処遇改善実績報告について）」をご覧ください。

注1）従業員の変更は特例措置があります。詳しくは、NAGOYAかいごネットをご覧ください。

注２）住所、氏名（婚姻等による）及び兼務関係の変更のみの場合は、誓約書及び別紙を添付する必要はありません。

注３）兼務関係の変更も届出が必要です。兼務関係に変更があった場合は、運営規程も変更してください。

注４）住所及び氏名（婚姻等による）の変更の場合は、添付する必要はありません。

注５）定員減の場合は、添付する必要はありません。

注６）休止届は、やむを得ず人員基準等を満たさなくなってしまったが、法人として事業継続の意思がある場合に行う届出（最長6ヶ月）であり、状況によっては休止届に該当しない場合もありますので十分検討してください。

注７）加算参考様式１６－１、１６－２の作成に当たっては、ＮＡＧＯＹＡかいごネットの「サービス提供体制強化加算および特定事業所加算における職員配置割合計算等の取り扱いについて」をご確認ください。

注８）業務管理体制の届出については、NAGOYAかいごネットの「業務管理体制について」をご覧ください。

身体拘束等の適正化のための指針

・認知症専門ケア加算に係る届出書（加算参考様式39）
・研修修了証の写し
・研修・会議に対する事業所の取り組み方針

廃止・休止届出書（第6号様式）

賃貸借契約書、法人所有の場合は所有関係がわかるもの
※不動産の登記事項証明書（3ヶ月以内に発行された原本）、
固定資産税納付通知書の写し等）

介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（加算様式01）

介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（加算様式02）　※
変更部分にのみ「あり」「なし」を記載のこと

栄養マネジメントに関する届出書（加算参考様式32）

計画書の様式（任意様式）

看護体制加算に係る届出書（介護老人福祉施設・地域密着型介
護老人福祉施設）（加算参考様式28-2）

24時間の連絡体制確保が確認できる書類（Ⅱのみ）

看取り介護体制に係る届出書（加算参考様式3０）

・看取りに関する指針
・職員研修実施計画書
・看取りに関する計画書・同意書

委託契約書等の連携を証する書類の写し

・介護ロボットの導入による夜勤職員配置加算に係る届出書
（加算参考様式36）
・介護ロボットの写真
・事故等の減少が確認できる書類（任意様式）

配置医師緊急時対応加算に係る届出書（加算参考様式35）

喀痰吸引等事業者の登録がわかるもの

・配置医師等による対応方針がわかるもの
・24時間対応の体制がわかるもの

褥瘡マネジメント加算に関する届出書（加算参考様式37）

変更届出書（第4号様式）

法人の登記事項証明書　※3ヶ月以内に発行された原本

誓約書（参考様式1、別紙２又は４）

事業所一覧（参考様式19）

運営規程新旧対照表（参考様式18）

サービス提供体制強化加算計算書
（加算参考様式１６-1又は１６-２）

実務経験証明書（加算参考様式１）

日常生活継続支援加算計算書（加算参考様式72）

協定書・連携契約書　※診療科目がわかるものも添付

利用料の積算がわかるもの（任意形式）

入所（入院）人数確認表

事業所の平面図（参考様式4）　※専用区画変更の場合は変更
前も添付

事業所の部屋別施設（参考様式7）

障害者生活支援体制届（加算参考様式38）

代表者（又は管理者）情報（参考様式3）

法人に関
する変更

事業所に関する変更

運営規程

従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
（参考様式9-2又は9-３）【4週間分】　※他事業所に兼務の
場合は、兼務先のものも併せて提出

資格証明書（写）　※婚姻等により姓が異なる場合は戸籍抄本
等（3ヶ月以内に発行された原本）の確認ができる書類を添付
のこと

介護支援専門員入力項目確認表（参考様式14）

主要な場所の写真（参考様式5）

変更・廃止・休止・再開・加算に必要な添付書類一覧（介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護）

変更があった事項

提出書類

加算 　☆３ 休止 再開 廃止
運営規程

　　　　　※届出の控え（コピー）は必ず事業所で保管してください。
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　※下記一覧はあくまで参考であり、条件によって追加の書類が必要となる場合もあります △印は、変更がある場合にのみ必要となる書類

　※随時見直しを行っています。最新のものはNAGOYAかいごネットをご確認ください ●印は、加算を取る場合に必要となる書類（加算を取り下げる場合は不要）
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注5

○
○

注2
● ○ ● ● ● ● ● ○ ○

△

○ ○ ● ●

○

○

○

○

○ ○ ○ ○ ● ●

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

●

● ●

●
●

Ⅱの
み

●
注8

●
注8

●
注8

●

●

● ●

●

●

●

●

● ●

●

○
注7

○

○
注7

○

○

○
注10

○
注10

△
注9

注8）加算参考様式１６－1、１６－２の作成に当たっては、ＮＡＧＯＹＡかいごネットの「サービス提供体制強化加算および特定事業所加算における職員配置割合計算等の取り扱いについて」をご確認ください。

褥瘡マネジメントに関する届出書（加算参考様式37）

変更があった事項

在

宅

復

帰

・

在

宅

療

養

支

援

機

能

加

算

Ⅰ

・

Ⅱ

サ
ー

ビ

ス

提

供

体

制

強

化

加

算

Ⅰ

イ

・

ロ

サ
ー

ビ

ス

提

供

体

制

強

化

加

算

Ⅱ

サ
ー

ビ

ス

提

供

体

制

強

化

加

算

Ⅲ

身

体

拘

束

廃

止

取

組

の

有

無

基

本

型

・

在

宅

強

化

型

そ

の

他

療

養

型

療

養

体

制

維

持

特

別

加

算

Ⅰ

・

Ⅱ

認

知

症

専

門

ケ

ア

加

算

栄

養

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト

体

制

タ
ー

ミ

ナ

ル

ケ

ア

体

制

褥

瘡

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト

加

算

夜

間

勤

務

条

件

基

準

職

員

の

欠

員

に

よ

る

減

算

の

状

況

若

年

性

認

知

症

入

所

者

受

入

加

算

療

養

食

加

算

夜

勤

職

員

配

置

加

算

特別療養費

・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・指定（更新）通知書の原本

注4）兼務関係の変更も届出が必要です。兼務関係に変更があった場合は、運営規程も変更してください。

注3）住所、氏名（婚姻等による）及び兼務関係の変更のみの場合は、誓約書及び別紙を添付する必要はありません。

注2）従業員の変更は特例措置があります。詳しくは、NAGOYAかいごネットをご覧ください。

注1）管理者を変更する場合は、住所、氏名（婚姻等による）及び兼務関係の変更を除き、あらかじめ承認を受けた後、変更届を提出してください。

☆4）介護職員処遇改善加算の届出については、NAGOYAかいごネットの「介護職員処遇改善加算について（介護職員処遇改善実績報告について）」をご覧ください。

注5）住所及び氏名（婚姻等による）の変更の場合は、添付する必要はありません。

注6）介護支援専門員の員数が変更になる場合は提出が必要です。

注7）休止届は、やむを得ず人員基準等を満たさなくなってしまったが、法人として事業継続の意思がある場合に行う届出（最長6ヶ月）であり、状況によっては休止届に該当しない場合もありますので十分検討してください。

介

護

支

援

専

門

員

の

変

更

注9）業務管理体制の届出については、NAGOYAかいごネットの「業務管理体制について」をご覧ください。

☆1）「介護老人保健施設開設許可事項変更許可申請書（第8号様式）」及び「介護老人保健施設管理者承認申請書（第9号様式）」は許可申請のため、事前提出が必要です。

☆2）事前相談が必要です。

☆3）休止届・廃止届の締め切りは休止・廃止日の1ヶ月前です。

事業所の平面図（参考様式4）　※専用区画変更の場合
は変更前も添付

事業所の部屋別施設（参考様式7）

主要な場所の写真（参考様式5）

介護給付費算定に係る体制等に関する届出書
（加算様式01）

介護給付費算定に係る体制等状況一覧表
（加算様式02）
※変更部分にのみ「あり」「なし」を記載のこと

重症皮膚潰瘍管理指導の施設基準に係る届出書添付書
類（加算参考様式８２）

薬剤管理指導の施設基準に係る届出書添付書類（加算
参考様式８３）

勤務する従事者の名簿（加算参考様式８４）

計画様式（任意形式）

理学療法、作業療法又は言語聴覚療法の施設基準に係
る届出書類添付書類（加算参考様式８５（精神科作業
療法の場合は加算参考様式８６））

廃止・休止届出書（第6号様式）

・事業再開に向けての取組状況を記載した書類
（任意様式）
・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・職員の募集広告等

変更・廃止・休止・再開・加算に必要な添付書類一覧（介護老人保健施設）

介護支援専門員入力項目確認表（参考様式14）

介護老人保健施設管理者承認書の写し

法人の登記事項証明書　※3ヶ月以内に発行された原本

誓約書（参考様式1、別紙5）

事業所一覧（参考様式19）

運営規程新旧対照表（参考様式18）

開

設

者

の

名

称

・

所

在

地

・

代

表

者

開

設

者

の

電

話

番

号

・

F

A

X

番

号

施

設

の

電

話

番

号

・

F

A

X

番

号

施

設

の

名

称

施

設

の

所

在

地

事業所に関する変更
療養型老健

認

知

症

ケ

ア

加

算

（

認

知

症

専

門

棟

に

限

る
）

併

設

す

る

施

設

が

あ

る

場

合

は
、

当

該

併

設

す

る

施

設

の

概

要

利

用

料

の

変

更

施

設

区

分

の

変

更

（

ユ

ニ
ッ

ト

型

へ

の

変

更

等
）

敷

地

の

面

積
、

平

面

図
、

敷

地

周

辺

の

見

取

り

図
、

建

物

の

構

造

概

要
、

各

室

の

用

途

並

び

に

施

設

及

び

構

造

設

備

の

概

要

管

理

者

の

承

認

管

理

者

に

関

す

る

変

更

休止 再開

診療報酬算定のための届出書の写し等

業務管理体制にかかる届出
※名古屋市に届出している事業者のみ

再開届出書（第5号様式）

栄養マネジメントに関する届出書（加算参考様式32）

サービス提供体制強化加算計算書
（加算参考様式１６-1又は１６-２）

実務経験証明書（加算届出用）（加算参考様式１）

基本型・在宅強化型の基本施設サービス費及び在宅復
帰・在宅療養支援機能加算に係る届出書
（加算参考様式77－1）

・認知症専門ケア加算に係る届出書（加算参考様式
39）
・研修修了証の写し
・研修・会議に対する事業所の取り組み方針

療養型基本施設サービス費及び療養体制維持特別加算
（Ⅱ）に係る届出（加算参考様式77－2）

廃止

賃貸借契約書、法人所有の場合は所有関係がわかるも
の　※不動産の登記事項証明書（3ヶ月以内に発行され
た原本）、固定資産税納付通知書の写し等

変更届出書（第4号様式）

開設許可事項変更許可申請書
（第8号様式）　☆1

管理者承認申請書（第9号様式）　☆1

代表者（又は管理者）情報（参考様式3）

運営規程

従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
（参考様式9-2又は9-３）【4週間分】　※他事業所
に兼務の場合は、兼務先のものも併せて提出

資格証明書（写）　※婚姻等により姓が異なる場合は
戸籍抄本等（3ヶ月以内に発行された原本）の確認がで
きる書類を添付のこと

人員配置
区分

加算 　☆４
法人に関
する変更

本人承認書（任意形式）、管理者選任に係る理事会又
は総会の議事録（写）

協定書・連携契約書　※診療科目がわかるものも添付

利用料の積算がわかるもの（任意形式）

提出書類

入

所

定

員

・

療

養

室

定

員

の

増

加

休

止

休

止

か

ら

再

開

協

力

医

療

機

関

の

変

更

従

業

員

の

変

更

事

業

の

廃

止

　　　　　※届出の控え（コピー）は必ず事業所で保管してください。
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　※下記一覧はあくまで参考であり、条件によって追加の書類が必要となる場合もあります △印は、変更がある場合にのみ必要となる書類

　※随時見直しを行っています。最新のものはNAGOYAかいごネットをご確認ください ●印は、加算を取る場合に必要となる書類（加算を取り下げる場合は不要）

重

症

皮

膚

潰

瘍

管

理

指

導

薬

剤

管

理

指

導

リ

ハ

ビ

リ

テ

ー

シ

ョ

ン

提

供

体

制

集

団

コ

ミ

ュ

ニ

ケ

ー

シ

ョ

ン

療

法

認

知

症

短

期

集

中

リ

ハ

ビ

リ

テ

ー

シ

ョ

ン

加

算

☆2 ☆2

☆2 ☆2 ☆3 ☆2 ☆3

○ ○ ○ ○ ○ ○
注1

○ ○ ○

○ △
注6

○ ○ ○
注2

△ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

○
注1

○

○

○
注3

○
注3

○ ○

△ ○ ○ △
注4

△
注4

○
○

注2
○ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

△ ○ ○ △
注4

△
注4

○
○

注2
○ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○

○
注4
注5

○
注4
注5

○
○

注2
● ○ ● ● ● ○ ○

△

○ ○ ● ●

○

○ ○ ○

○

○

○

○ ○ ○ ○ ● ● ● ●

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

●

●

●
注8

●
注8

●
注8

●

●

●

●

●

●

●

● ● ●

● ●

○
注7

○

○
注7

○

○

○
注9

○
注9

△
注9

賃貸借契約書、法人所有の場合は所有関係がわかるも
の（不動産の登記事項証明書（3ヶ月以内に発行された
原本）、固定資産税納付通知書の写し等

介護支援専門員入力項目確認表（参考様式14）

主要な場所の写真（参考様式5）

介護医療院管理者承認書の写し

法人の登記事項証明書　※3ヶ月以内に発行された原本

誓約書（参考様式1、別紙６）

事業所一覧（参考様式19）

運営規程の新旧対照表（参考様式18）

運営規程

注9）業務管理体制の届出については、NAGOYAかいごネットの「業務管理体制について」をご覧ください。

計画様式（任意形式）

廃止・休止届出書（第6号様式）

従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
（参考様式9-2又は9-３）【4週間分】
※他事業所に兼務の場合は、兼務先のものも併せて提
出

理学療法、作業療法又は言語聴覚療法の施設基準に係
る届出書類添付書類（加算参考様式８５（精神科作業
療法の場合は加算参考様式８６））

資格証明書（写）　※婚姻等により姓が異なる場合は
戸籍抄本等（3ヶ月以内に発行された原本）の確認がで
きる書類を添付のこと

入所人数確認表（参考様式２０）

代表者（又は管理者）情報（参考様式3-2）

・認知症専門ケア加算に係る届出書（加算参考様式
39）
・研修修了証の写し
・研修・会議に対する事業所の取り組み方針

介護医療院における重度認知症疾患療養体制加算に係
る届出（加算参考様式８０）

本人承認書（任意形式）、管理者選任に係る理事会又
は総会の議事録（写）

協定書・連携契約書　※診療科目がわかるものも添付

利用料の積算がわかるもの（任意形式）

薬剤管理指導の施設基準に係る届出書添付書類（加算
参考様式８３）

勤務する従事者の名簿（加算参考様式８４）

・事業再開に向けての取組状況を記載した書類
（任意様式）
・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・職員の募集広告等

再開届出書（第5号様式）

・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・指定（更新）通知書の原本

業務管理体制にかかる届出
※名古屋市に届出している事業者のみ

☆1）「介護医療院開設許可事項変更許可申請書（第8号様式）及び「介護医療院管理者承認申請書（第9号様式）は許可申請のため、事前提出が必要です。

注8）内容については、加算参考様式１６－1、１６－２に準ずるものとしてください。
　　　（なお、作成に当たっては、ＮＡＧＯＹＡかいごネットの「サービス提供体制強化加算および特定事業所加算における職員配置割合計算等の取り扱いについて」をご確認ください。）

注4）兼務関係の変更も届出が必要です。兼務関係に変更があった場合は、運営規程も変更してください。

注5）住所及び氏名（婚姻等による）の変更の場合は、添付する必要はありません。

変更・廃止・休止・再開・加算に必要な添付書類一覧（介護医療院）

法人に関する
変更

事業所に関する変更 休止 再開 廃止加算 〔☆４〕

管理者承認申請書（第9号様式）　☆1

変更届出書（第4号様式）

開設許可事項変更許可申請書（第8号様式）
☆1

変更があった事項

療

養

食

加

算

認

知

症

専

門

ケ

ア

加

算

休

止

か

ら

再

開

事

業

の

廃

止

提出書類

注6）介護支援専門員の員数が変更になる場合は提出が必要です。（変更届出書（第４号様式）は不要）

注7）休止届は、やむを得ず人員基準等を満たさなくなってしまったが、法人として事業継続の意思がある場合に行う届出（最長6ヶ月）であり、状況によっては休止届に該当しない場合もありますので十分検討してください。

介護医療院における移行定着支援加算に係る届出（加
算参考様式８１）

重症皮膚潰瘍管理指導の施設基準に係る届出書添付書
類（加算参考様式８２）
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図

、
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の
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要
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用

途

並

び

に
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び

構

造
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備

の

概

要

管

理

者

の

承

認

管

理

者

に

関

す

る

変

更

介

護

支

援

専

門

員

の

変

更

入

所

定

員

・

療

養

室

定

員

の

変

更

併

設

す

る

施

設

が

あ

る

場

合

は

、

当

該

併

設

す

る

施

設

の

概

要

協

力

医

療

機

関

の

変

更

従

業

員

の

変

更

利

用

料

の

変

更

人

員

配

置

区

分

（

Ⅰ

型

・

Ⅱ

型

）

施

設

区

分

の

変

更

（

ユ

ニ

ッ

ト

型

へ

の

変

更

等

）

療

養

環

境

基

準

（

廊

下

・

療

養

室

）

職

員

の

欠

員

に

よ

る

減

算

の

状

況

若

年

性

認

知

症

入

所

者

受

入

加

算

☆2）事前相談が必要です。

☆3）休止届・廃止届の締め切りは休止・廃止日の1ヶ月前です。

☆4）介護職員処遇改善加算の届出については、NAGOYAかいごネットの「介護職員処遇改善加算について（介護職員処遇改善実績報告について）」をご覧ください。

注1）管理者を変更する場合は、住所、氏名（婚姻等による）及び兼務関係の変更を除き、あらかじめ承認を受けた後、変更届を提出してください。

注2）従業員の変更は特例措置があります。詳しくは、NAGOYAかいごネットをご覧ください。

注3）住所、氏名（婚姻等による）及び兼務関係の変更のみの場合は、誓約書及び別紙を添付する必要はありません。

特別診療費栄

養

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト

体

制

重

度

認

知

症

疾

患

療

養

体

制

加

算

移

行

定

着

支

援

加

算

夜

間

勤

務

条

件

基

準

身

体

拘

束

廃

止

取

組

の

有

無

サ

ー

ビ

ス

提

供

体

制

強

化

加

算

Ⅰ

イ

・

ロ

サ

ー

ビ

ス

提

供

体

制

強

化

加

算

Ⅱ

サ

ー

ビ

ス

提

供

体

制

強

化

加

算

Ⅲ

休

止

事業所の平面図（参考様式4）　※専用区画変更の場合
は変更前も添付

事業所の部屋別施設（参考様式7）

介護給付費算定に係る体制等に関する届出書
（加算様式01）

介護給付費算定に係る体制等状況一覧表
（加算様式02）
※変更部分にのみ「あり」「なし」を記載のこと

栄養マネジメントに関する届出書（加算参考様式32）

サービス提供体制強化加算計算書（任意様式）

実務経験証明書（加算届出用）（加算参考様式１）

介護医療院（Ⅰ型）の基本施設サービス費に係る届出
（加算参考様式７９－１）
または介護医療院（Ⅱ型）の基本施設サービス費に係
る届出（加算参考様式７９－２）

　　　　　※届出の控え（コピー）は必ず事業所で保管してください。
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 2020/7/1

　※下記一覧はあくまで参考であり、条件によって追加の書類が必要となる場合もあります △印は、変更がある場合にのみ必要となる書類

　※随時見直しを行っています。最新のものはNAGOYAかいごネットをご確認ください ●印は、加算をとる場合に必要となる書類（加算を取り下げる場合は不要）

重

症

皮

膚

潰

瘍

管

理

指

導

薬

剤

管

理

指

導

リ

ハ

ビ

リ

テ
ー

シ
ョ

ン

提

供

体

制

集

団

コ

ミ
ュ

ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン

療

法

認

知

症

短

期

集

中

リ

ハ

ビ

リ

テ
ー

シ
ョ

ン

加

算
☆2 ☆2

☆１ ☆2 ☆2 ☆2 ☆3 ☆2 ☆3

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
注1

○ ○ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

○

○
注2

○ ○

△ △
注3

△
注3

○ ○
注1

○ ○ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

△ △
注3

△
注3

○ ○
注1

○ ○ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○

○
注3
注4

○
注3
注4

○
注1

● ○ ○ ● ● ○ ● ○

○ ○

○ ●
注5

● ●

○

○ ○ ○ ○

○

○

○ ○ ○ ● ● ● ●

○ ○ ○ ●

○ ○ ○ ●

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

●

●

●
注7

●
注7

●
注7

●

●

●

●

●

●

● ● ●

● ●

○
注6

○
注6

○

○

○

○
注8

○
注8

△
注8

☆1）平成24年度以降新規指定は認められていないため、新規申請の対象となる変更の場合は認められません。法人情報の変更には制限がありますので、事前にお問い合わせください。

☆2）事前相談が必要です。

☆3）休止届・廃止届の締め切りは休止・廃止日の1ヶ月前です。

☆4）介護職員処遇改善加算の届出については、NAGOYAかいごネットの「介護職員処遇改善加算について（介護職員処遇改善実績報告について）」をご覧ください。

注6）休止届は、やむを得ず人員基準等を満たさなくなってしまったが、法人として事業継続の意思がある場合に行う届出（最長6ヶ月）であり、状況によっては休止届に該当しない場合もあり
　　　ますので十分検討してください。

注7）加算参考様式１６－1、１６－２の作成に当たっては、ＮＡＧＯＹＡかいごネットの「サービス提供体制強化加算および特定事業所加算における職員配置割合計算等の取り扱いについて」
　　　をご確認ください。

注8）業務管理体制の届出については、NAGOYAかいごネットの「業務管理体制について」をご覧ください。

注1）従業員の変更は特例措置があります。詳しくは、NAGOYAかいごネットをご覧ください。

注2）住所、氏名（婚姻等による）及び兼務関係の変更のみの場合は、誓約書及び別紙を添付する必要はありません。

注3）兼務関係の変更も届出が必要です。兼務関係に変更があった場合は、運営規程も変更してください。

注4）住所及び氏名（婚姻等による）の変更の場合は、添付する必要はありません。

注5）生活相談員、看護師、栄養士及び機能訓練指導員等の資格を要する従業員の変更がある場合は、資格者証の写しを添付してください。

主要な場所の写真（参考様式5）

・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・指定（更新）通知書の原本

業務管理体制にかかる届出書
※名古屋市に届出している事業者のみ

指定辞退届出書（第7号様式）

事業所の部屋別施設（参考様式7）

介護給付費算定に係る体制等に関する届出書
（加算様式01）

廃止・休止届出書（第6号様式）

・事業再開に向けての取組状況を記載した書類
（任意様式）
・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・職員の募集広告等

介護給付費算定に係る体制等状況一覧表
（加算様式02）　※変更部分にのみ「あり」「な
し」を記載のこと

栄養マネジメントに関する届出書
（加算参考様式32）

サービス提供体制強化加算計算書
（加算参考様式１６-1又は１６-２）

実務経験証明書（加算参考様式１）

・認知症専門ケア加算に係る届出書（加算参考様式
39）
・研修修了証の写し
・研修・会議に対する事業所の取り組み方針

療養機能強化型以外の基本サービス費に係る届出
（加算参考様式77－3）

再開届出書（第5号様式）

事業所の平面図（参考様式4）　※専用区画変更の場
合は変更前も添付

事業所一覧（参考様式19）

運営規程新旧対照表（参考様式18）

運営規程

従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
（参考様式9-2）【4週間分】　※他事業所に兼務の
場合は、兼務先のものも併せて提出

資格証明書（写）　※婚姻等により姓が異なる場合
は戸籍抄本等（3ヶ月以内に発行された原本）の確認
ができる書類を添付のこと

介護支援専門員入力項目確認表（参考様式14）

入所（入院）人数確認表

施設の利用許可証
（この申請に係る病棟又は病室に限る）の写し

利用料の積算がわかるもの（任意様式）

計画様式（任意様式）

勤務する従事者の名簿（加算参考様式８４）

理学療法、作業療法又は言語聴覚療法の施設基準に
係る届出書類添付書類（加算参考様式８５（精神科
作業療法の場合は加算参考様式８６））

誓約書（参考様式1、別紙10）

加算 　☆4 休止 再開 廃止

変更届出書（第4号様式）

法人に関
する変更

変更があった事項

入

院

患

者

に

関

す

る

基

準

職

員

の

欠

員

に

よ

る

減

算

の

状

況

若

年

性

認

知

症

患

者

受

入

加

算

療

養

食

加

算

休

止

か

ら

再

開

変更・廃止・休止・再開・加算に必要な添付書類一覧（介護療養型医療施設）

施

設

の

電

話

番

号

・

F

A

X

番

号

施

設

の

名

称

施

設

の

所

在

地

施

設

の

建

物

の

構

造

・

専

用

区

画

等

管

理

者

に

関

す

る

変

更

介

護

支

援

専

門

員

の

変

更

入

院

患

者

の

定

員

の

減

従

業

員

の

変

更

利

用

料

の

変

更

施

設

等

の

区

分

（

ユ

ニ
ッ

ト

型

へ

の

変

更

等
）

事業所に関する変更

指

定

の

辞

退

特定診療費 サ
ー

ビ

ス

提

供

体

制

強

化

加

算

Ⅲ

休

止

療養機能強化型計算書
（加算参考様式76-1又は76-2）

重症皮膚潰瘍管理指導の施設基準に係る届出書添付
書類（加算参考様式８２）

薬剤管理指導の施設基準に係る届出書添付書類（加
算参考様式８３）

サ
ー

ビ

ス

提

供

体

制

強

化

加

算

Ⅰ

イ

・

ロ

サ
ー

ビ

ス

提

供

体

制

強

化

加

算

Ⅱ

認

知

症

専

門

ケ

ア

加

算

栄

養

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト

体

制

夜

勤

職

員

配

置

基

準

身

体

拘

束

廃

止

取

組

の

有

無

療

養

機

能

強

化

型

・

A

・

B

療

養

環

境

基

準
（

設

備

基

準
）

代表者（又は管理者）情報（参考様式3）

提出書類

法

人

の

名

称

・

所

在

地

・

代

表

者

法

人

の

電

話

番

号

・

F

A

X

番

号

法人の登記事項証明書　※3ヶ月以内に発行された原
本

　　　　　※届出の控え（コピー）は必ず事業所で保管してください。
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 2020/8/1

　※下記一覧はあくまで参考であり、条件によって追加の書類が必要となる場合もあります △印は、変更がある場合にのみ必要となる書類
　※随時見直しを行っています。最新のものはNAGOYAかいごネットをご確認ください ●印は、加算を取る場合に必要となる書類（加算を取り下げる場合は不要）

☆1 ☆2 ☆2

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
注1

○ ○ △ △ △ △ △ ○ △

○

○
注2

△ ○

○ ○

△ △
注3

○ ○ △
注3

○
注1

○ ○ △ △ △ △ △ △ △

△ △
注3

○ ○ △
注3

○
注1

○ ○ △ △ △ △ △ △ ○

○
注3
注4

○
注3
注4
注5

○
注1
注5

○

○ ●

○
注6

●

○

●

○ ○

○ ○

○
注7

○

○ ○ ○ ○ ○ △

○ ○ ○ ○ ○ △

●

●

●
注8

●
注8

●
注8

○

○

○

○

○

○
注10

○
注10

△
注10

注 4）住所及び氏名（婚姻等による）の変更の場合は、添付する必要はありません。

注 5）オペレーター、随時訪問介護員については、常時1以上配置されていることがわかるよう記載してください（ただしICT等の活用により、利用者へのサービス提供に支障がない場合は
　　　オペレーターと随時訪問介護員の兼務可能）。

注 6）実務経験証明書の添付は、看護師・介護福祉士等の資格がない者がサービス提供責任者として１年以上従事したことを持ってオペレーター業務に就く場合に限ります。

注 7）不動産の権利関係の変更を伴わない場合は、添付する必要はありません。

☆1）事前相談が必要です。なお、区間移転（例：千種区から北区へなど）の場合、変更日は新規指定と同様、必ず毎月1日となります。（変更届の期日は、変更日の前々月の末日です。）
　　 区間移転の添付書類は、ＮＡＧＯＹＡかいごネットの「区間移転チェックリスト」をご確認ください。

☆2）休止届・廃止届の締め切りは休止・廃止日の1ヶ月前です。また休止届は、やむを得ず人員基準等を満たさなくなってしまったが、法人として事業継続の意思がある場合に行う届出（最長
　　 6ヶ月）であり、状況によっては休止届に該当しない場合もありますので十分検討してください。

注 1）人員変更は特例措置があります。詳しくは、NAGOYAかいごネットをご覧ください。

注 2）代表者の住所及び氏名（婚姻等による）の変更の場合は、各種誓約書を添付する必要はありません。

注 3）兼務関係の変更も届出が必要です。兼務関係に変更があった場合は、運営規程も変更してください。

運営規程の新旧対照表（参考様式18）

従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（参考様式9－2）
※4週間分

業務管理体制にかかる届出書
※名古屋市に届出している事業者のみ

・事業再開に向けての取組状況を記載した書類（任意様式）
・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・職員の募集広告等

定期巡回・随時対応型訪問介護看護と訪問看護の連携に係る届出
書（参考様式52）

主要な場所の写真（参考様式5）

定期巡回・随時対応型訪問介護看護各種加算体制届出書（加算参
考様式51）

サービス提供体制強化加算計算書（加算参考様式16-1、16-2）

休止届出書（第6号様式）

再開届出書（第5号様式）

介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（加算様式02）
※変更部分にのみ「あり」「なし」を記載

・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・指定（更新）通知書の原本
・介護職員処遇改善加算を算定していた場合は(注9)も参照

賃貸借契約書(写)　または
建物の登記事項証明書（法人あるいは自己所有の場合）※3ヶ月
以内に発行された原本

介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（加算様式01）

緊急時（介護予防）訪問看護加算・特別管理体制・ターミナルケ
ア体制に係る届出書（加算参考様式22）

廃止届出書（第6号様式）

事

業

所

又

は

施

設

の

建

物

の

構

造

・

専

用

区

画

等

代表者（又は管理者）情報（参考様式3）

事

業

所

の

電

話

番

号

・

F

A

X

番

号

変更があった事項

法

人

の

名

称

・

所

在

地

・

代

表

者

法

人

の

電

話

番

号

・

F

A

X

番

号

変更届出書（第4号様式）

法人の登記事項証明書　※3ヶ月以内に発行された原本

【代表者変更の場合】
誓約書（参考様式1、別紙（1～10の該当分））

注 8）サービス提供体制強化加算計算書の作成に当たっては、NAGOYAかいごネットの「サービス提供体制強化加算および特定事業所加算における職員配置割合計算等の取り扱いについて」
　　　をご確認ください。

注 9）NAGOYAかいごネットの「介護職員処遇改善加算について（介護職員処遇改善実績報告について）」をご覧ください。

注10）NAGOYAかいごネットの「業務管理体制について」をご覧ください。

提出書類

サ
ー

ビ

ス

提

供

体

制

強

化

加

算

Ⅱ

サ
ー

ビ

ス

提

供

体

制

強

化

加

算

Ⅲ

事業所平面図　※専用区画変更の場合は変更前も添付

・連携に関する契約書(写)
・連携先訪問看護事業所の運営規程等

資格者証の写し　※婚姻等により姓が異なる場合は戸籍抄本等の
写しなど確認ができる書類を添付

サ
ー

ビ

ス

提

供

体

制

強

化

加

算

Ⅰ

イ

・

ロ

実務経験証明書（加算参考様式1）

運営規程

事業所一覧（参考様式19）

・

緊

急

時

訪

問

看

護

加

算

・

特

別

管

理

体

制

・

タ
ー

ミ

ナ

ル

ケ

ア

加

算

管

理

者

に

関

す

る

変

更

事

業

所

の

名

称

従

業

員

の

変

更

利

用

料

の

変

更

事

業

所

の

所

在

地
（

区

内

移

転
）

総

合

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト

体

制

強

化

加

算

事

業

の

廃

止

休

止

か

ら

再

開

休

止

通

常

の

実

施

地

域

オ

ペ

レ
ー

タ
ー

・

計

画

作

成

責

任

者

の

変

更 連

携

す

る

訪

問

看

護

事

業

所

の

変

更

・

追

加

・

削

除

廃止
運営規程

事業所に関する変更

変更・廃止・休止・再開・加算に必要な添付書類一覧（定期巡回・随時対応型訪問介護看護）

法人に関
する変更

休止 再開加算

　　　　　※届出の控え（コピー）は必ず事業所で保管してください。
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  2020/7/1

　※下記一覧はあくまで参考であり、条件によって追加の書類が必要となる場合もあります △印は、変更がある場合にのみ必要となる書類
　※随時見直しを行っています。最新のものはNAGOYAかいごネットをご確認ください ●印は、加算を取る場合に必要となる書類（加算を取り下げる場合は不要）

☆1 ☆2 ☆2

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○

注1
○ ○ ○ △ △ △

○

○
注2

△ ○

○ ○

△
△

注3
○ ○ ○

△
注3

○
注1

○ ○ ○ △ △ △

△
△

注3
○ ○ ○

△
注3

○
注1

○ ○ ○ △ △ ○

○
注3
注4

○
○

注3
注4

○
注1

○ ● ○

● ●

○ ○ ○

○ ○ ○

○
注5

○

○ ○ ○

○ ○ ○

●

●
注6

●

●

○

○

○

○

○

○
注8

○
注8

△
注8

提出書類

【代表者変更の場合】
誓約書（参考様式1、別紙（1～10の該当分））

変更届出書（第4号様式）

事

業

所

の

電
話

番

号

・

F

A

X

番

号

法

人

の

名

称
・

所

在

地

・

代

表

者

変更があった事項

2

4

時

間

通
報

対

応

加

算

Ⅰ

型

通

常

の

実

施
地

域

管

理

者

に

関
す

る

変

更

事

業

所

又

は
施

設

の

建

物

の

構

造

・

専
用

区

画

等

事

業

所

の

名
称

休

止

か

ら

再
開

休

止

サ
ー

ビ

ス

提
供

体

制

強

化

加

算

従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（参考様式9－2）
※4週間分

運営規程

介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（加算様式02）
※変更部分にのみ「あり」「なし」を記載

事業所平面図　※専用区画変更の場合は変更前も添付

・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・指定（更新）通知書の原本
・介護職員処遇改善加算を算定していた場合は(注7)も参照

業務管理体制にかかる届出書
※名古屋市に届出している事業者のみ

通信機器のカタログ

・連携する訪問介護事業所一覧(加算参考様式71）
・連携に関する契約書の写し

サービス提供体制強化加算計算書（加算参考様式16-1、16-2）

主要な場所の写真（参考様式5）

代表者（又は管理者）情報（参考様式3）

廃止
運営規程

事業所に関する変更

変更・廃止・休止・再開・加算に必要な添付書類一覧（夜間対応型訪問介護）

賃貸借契約書(写)　または
建物の登記事項証明書（法人あるいは自己所有の場合）※3ヶ月以内に
発行された原本

資格者証の写し　※婚姻等により姓が異なる場合は戸籍抄本等の写しな
ど確認ができる書類を添付

法人の登記事項証明書　※3ヶ月以内に発行された原本

運営規程の新旧対照表（参考様式18）

事業所一覧（参考様式19）

利

用

料

の

変
更

従

業

員

の

変
更

オ

ペ

レ
ー

シ
ョ

ン

セ

ン

タ
ー

従

業

員

の
変

更

営

業

日

・

営
業

時

間

法

人

の

電

話
番

号

・

F

A

X

番

号

事

業

所

の

所
在

地
（

区

内

移

転
）

事

業

の

廃

止

法人に関
する変更

加算 休止 再開

注 8）NAGOYAかいごネットの「業務管理体制について」をご覧ください。

注 2）住所、氏名（婚姻等による）及び兼務関係の変更のみの場合は、各種誓約書を添付する必要はありません。

☆1）事前相談が必要です。なお、区間移転（例：千種区から北区へなど）の場合、変更日は新規指定と同様、必ず毎月1日となります。
　　（変更届の期日は、変更日の前々月の末日です。）区間移転の添付書類は、ＮＡＧＯＹＡかいごネットの「区間移転チェックリスト」をご確認ください。

☆2）休止届・廃止届の締め切りは休止・廃止日の1ヶ月前です。また休止届は、やむを得ず人員基準等を満たさなくなってしまったが、法人として事業継続の意思がある場合に行う
　　 届出（最長6ヶ月）であり、状況によっては休止届に該当しない場合もありますので十分検討してください。

注 1）人員変更は特例措置があります。詳しくは、NAGOYAかいごネットをご覧ください。

注 3）兼務関係の変更も届出が必要です。兼務関係に変更があった場合は、運営規程も変更してください。

注 4）住所及び氏名（婚姻等による）の変更の場合は、添付する必要はありません。

注 5）不動産の権利関係の変更を伴わない場合は、添付する必要はありません。

注 6）サービス提供体制強化加算計算書の作成に当たっては、NAGOYAかいごネットの「サービス提供体制強化加算および特定事業所加算における職員配置割合計算等の取り扱いに
　　 ついて」をご確認ください。

注 7）NAGOYAかいごネットの「介護職員処遇改善加算について（介護職員処遇改善実績報告について）」をご覧ください。

休止届出書（第6号様式）

・事業再開に向けての取組状況を記載した書類（任意様式）
・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・職員の募集広告等

再開届出書（第5号様式）

介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（加算様式01）

廃止届出書（第6号様式）

夜間対応型訪問介護各種加算体制届出書（加算参考様式52）

　　　　　※届出の控え（コピー）は必ず事業所で保管してください。
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 2020/7/1

　※下記一覧はあくまで参考であり、条件によって追加の書類が必要となる場合もあります △印は、変更がある場合にのみ必要となる書類

　※随時見直しを行っています。最新のものはNAGOYAかいごネットをご確認ください ●印は、加算を取る場合に必要となる書類（加算を取り下げる場合は不要）

生

活

機

能

向
上

連

携

加

算

☆1 ☆1 ☆1 ☆2 ☆2

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
注1

○ ○ ○ ○ △ △ △ △ △ △ △

○

○
注2

△

○ ○

△ △
注3

○ ○ ○ ○ ○
注1

○ ○ ○ ○ △ △ △ △ △ △ △

△ △
注3

○ ○ ○ ○ ○
注1

○ ○ ○ ○ △ △ △ △ △ △ ○

○
注3
注4

○ ○ ○
注1

○ ● ● ● ● ○

○
注4

○

● ● ● ● ●

○ ○ ○ ●

○ ○ ○ ●

○
注5

○

●
●

注9

○
注5

○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

●
注6

● ● ●

●

○ ○ ○

○

○ ○

○ ○

○

○
注8

○
注8

△
注8

変更届出書（第4号様式）

賃貸借契約書(写)　または
建物の登記事項証明書（法人あるいは自己所有の場合）※3ヶ月以
内に発行された原本

委託契約等の連携を証する書類(写)

事

業

の

廃

止

休

止

か

ら

再
開

休

止

サ
ー

ビ

ス

提
供

体

制

強

化

加

算

Ⅰ

イ

・

ロ
・

Ⅱ栄

養

改

善

加
算

注 4）住所及び氏名（婚姻等による）の変更の場合は、添付する必要はありません。

注 5）不動産の権利関係の変更を伴わない場合は、添付する必要はありません。

注 6）サービス提供体制強化加算計算書の作成に当たっては、NAGOYAかいごネットの「サービス提供体制強化加算および特定事業所加算における職員配置割合計算等の取り扱いについて」を
　　　ご確認ください。

注 7）NAGOYAかいごネットの「介護職員処遇改善加算について（介護職員処遇改善実績報告について）」をご覧ください。

注 8）NAGOYAかいごネットの「業務管理体制について」をご覧ください。

注 9）管理栄養士について、外部との連携により配置する場合は委託契約書等の連携がわかるもの（写）を添付してください。

・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・指定（更新）通知書の原本
・介護職員処遇改善加算を算定していた場合は(注7)も参照

主要な場所の写真（参考様式5）

休止届出書（第6号様式）

再開届出書（第5号様式）

業務管理体制にかかる届出書
※名古屋市に届出している事業者のみ

介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（加算様式01）

サービス提供体制強化加算計算書（加算参考様式16-1、16-2）

計画書の様式（任意様式）

実務経験証明書（加算参考様式1）

介護保険事業所に係る関係法令確認書（参考様式16-1）

休止 再開 廃止

変更があった事項

口

腔

機

能

向
上

体

制

運営規程
事業所に関する変更

営

業

日

・

営
業

時

間
（

サ
ー

ビ

ス

提

供

時

間
）

入

浴

介

助

体
制

利

用

定

員

の
変

更

時

間

延

長

サ
ー

ビ

ス

体

制

職

員

の

欠

員
に

よ

る

減

算

の

状

況

法

人

の

名

称
・

所

在

地

・

代

表

者

法

人

の

電

話
番

号

・

F

A

X

番

号

事

業

所

又

は
施

設

の

建

物

の

構

造

・

専

用
区

画

等

事

業

所

の

電
話

番

号

・

F

A

X

番

号

注 3）兼務関係の変更も届出が必要です。兼務関係に変更があった場合は、運営規程も変更してください。

若

年

性

認

知
症

利

用

者

受

入

加

算

管

理

者

に

関
す

る

変

更

従

業

員

の

変
更

利

用

料

の

変
更

通

常

の

実

施
地

域

事

業

所

の

所
在

地
（

区

内

移

転
）

個

別

機

能

訓
練

加

算

事

業

所

の

名
称

法人の登記事項証明書　※3ヶ月以内に発行された原本

・事業再開に向けての取組状況を記載した書類（任意様式）
・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・職員の募集広告等

廃止届出書（第6号様式）

介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（加算様式02）
※変更部分にのみ「あり」「なし」を記載

代表者（又は管理者）情報（参考様式3）

資格者証の写し　※婚姻等により姓が異なる場合は戸籍抄本等の
写しなど確認ができる書類を添付

事業所平面図　※専用区画変更の場合は変更前も添付

変更・廃止・休止・再開・加算に必要な添付書類一覧（認知症対応型通所介護・介護予防認知症対応型通所介護）

☆1）事前相談が必要です。なお、区間移転（例：千種区から北区へなど）の場合、変更日は新規指定と同様、必ず毎月1日となります。（変更届の期日は、変更日の前々月の末日です。）
　　 区間移転の添付書類は、ＮＡＧＯＹＡかいごネットの「区間移転チェックリスト」をご確認ください。

☆2）過去に補助金を受けている場合は事前相談をお願いします。休止届・廃止届の締め切りは休止・廃止日の1ヶ月前です。また休止届は、やむを得ず人員基準等を満たさなくなってしまったが、
　　 法人として事業継続の意思がある場合に行う届出（最長6ヶ月）であり、状況によっては休止届に該当しない場合もありますので十分検討してください。

注 1）管理栄養士について、外部との連携により配置する場合は委託契約書等の連携がわかるもの（写）を添付してください。

注 2）代表者の住所及び氏名（婚姻等による）の変更の場合は、各種誓約書を添付する必要はありません。

提出書類

下記のいずれもの研修修了証の写し
①認知症介護実践者研修（旧基礎課程）
②認知症対応型サービス事業管理者研修

【代表者変更の場合】
誓約書（参考様式1、別紙（1～10の該当分））

運営規程の新旧対照表（参考様式18）

運営規程

従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（参考様式9-1）
※4週間分

経歴書（参考様式8）

事業所一覧（参考様式19）

法人に関
する変更

加算

　　　　　※届出の控え（コピー）は必ず事業所で保管してください。
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 2020/7/1

　※下記一覧はあくまで参考であり、条件によって追加の書類が必要となる場合もあります △印は、変更がある場合にのみ必要となる書類
　※随時見直しを行っています。最新のものはNAGOYAかいごネットをご確認ください ●印は、加算を取る場合に必要となる書類（加算を取り下げる場合は不要）

通

常

の

実

施

地

域

短

期

利

用

型

若

年

性

認

知

症

利

用

者

受

入

加

算

看

取

り

連

携

体

制

加

算

訪

問

体

制

強

化

加

算

☆1 ☆1 ☆1 ☆3 ☆2 ☆2

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
注1

○ ○ ○ 〇 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

○

○
注2

△

○ ○

△ △
注3

△
注3

△ ○ ○ ○ ○
注1

○ ○ ○ 〇 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

△ △
注3

△
注3

△ ○ ○ ○ ○
注1

○ ○ ○ 〇 △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○

○

○
注3
注4

○
注3
注4

○
○

注1
○ ● 〇 ● ● ○

○
注4

○
注4

△
注1
注5

● ●

○

○

○

○
注6

●

○

○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○
注7

○

○
注7

○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

● ● ● ● ●

●

●
注8

●
注8

●
注8

○

○

○

○

○

○
注10

○
注10

△
注10

管

理

者

に

関

す

る

変

更

事

業

所

又

は

施

設

の

建

物

の

構

造

・

専

用

区

画

等

事

業

所

の

電

話

番

号

・

F

A

X

番

号

事

業

所

の

名

称

協

力

医

療

機

関

の

変

更

従

業

員

の

変

更

介

護

支

援

専

門

員

に

関

す

る

変

更

登

録

定

員

・

利

用

定

員

の

変

更

事

業

の

廃

止

休

止

か

ら

再

開

休

止

サ
ー

ビ

ス

提

供

体

制

強

化

加

算

Ⅰ

イ

・

ロ

看

護

職

員

配

置

加

算

職

員

の

欠

員

に

よ

る

減

算

の

状

況

サ
ー

ビ

ス

提

供

体

制

強

化

加

算

Ⅲ

サ
ー

ビ

ス

提

供

体

制

強

化

加

算

Ⅱ

総

合

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト

体

制

強

化

加

算

事

業

所

の

サ

テ

ラ

イ

ト

転

換

利

用

料

の

変

更

事

業

所

の

所

在

地
（

区

内

移

転
）

従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（参考様式9-2）
※4週間分

認知症対応型サービス事業開設者研修の研修修了証の写し
※代表者変更の場合

運営規程

サービス提供体制強化加算計算書（加算参考様式16-1、16-2）

介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（加算様式01）

介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（加算様式02）
※変更部分にのみ「あり」「なし」を記載

事業所平面図　※専用区画変更の場合は変更前も添付

経歴書（参考様式8）

事業所の部屋別施設（参考様式7）

介護保険事業所に係る関係法令確認書（参考様式16-1）

利用料の積算がわかるもの（任意様式）

廃止届出書（第6号様式）

業務管理体制にかかる届出書
※名古屋市に届出している事業者のみ

・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・指定（更新）通知書の原本
・介護職員処遇改善加算を算定していた場合は(注9)も参照

資格者証の写し　※婚姻等により姓が異なる場合は戸籍抄本等の写
しなど確認ができる書類を添付

介護支援専門員の登録証の写し

注 9）NAGOYAかいごネットの「介護職員処遇改善加算について（介護職員処遇改善実績報告について）」をご覧ください。

賃貸借契約書(写)　または
建物の登記事項証明書（法人あるいは自己所有の場合）※3ヶ月以内
に発行された原本

実務経験証明書（加算参考様式1）

注 8）サービス提供体制強化加算計算書の作成に当たっては、NAGOYAかいごネットの「サービス提供体制強化加算および特定事業所加算における職員配置割合計算等の取り扱いについて」をご確認ください。

休止届出書（第6号様式）

・事業再開に向けての取組状況を記載した書類（任意様式）
・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・職員の募集広告等

下記のいずれもの研修修了証の写し
①認知症介護実践者研修（旧基礎課程）
②認知症対応型サービス事業管理者研修

下記のいずれもの研修修了証の写し
①認知症介護実践者研修（旧基礎課程）
②小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修

（介護予防）小規模多機能型居宅介護各種加算体制届出書（加算参
考様式54）

主要な場所の写真（参考様式5）

法人に関
する変更

休止 再開 廃止
介護のみ

加算
運営規程

事業所に関する変更

法

人

の

電

話

番

号

・

F

A

X

番

号

法

人

の

名

称

・

所

在

地

・

代

表

者

代表者（又は管理者）情報（参考様式3）

運営規程の新旧対照表（参考様式18）

変更があった事項

事業所一覧（参考様式19）

変更届出書（第4号様式）

【代表者変更の場合】
誓約書（参考様式1、別紙（1～10の該当分））

法人の登記事項証明書　※3ヶ月以内に発行された原本

注10）NAGOYAかいごネットの「業務管理体制について」をご覧ください。

変更・廃止・休止・再開・加算に必要な添付書類一覧（小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護）

注 3）兼務関係の変更も届出が必要です。兼務関係に変更があった場合は、運営規程も変更してください。

注 4）住所及び氏名（婚姻等による）の変更の場合は、添付する必要はありません。

注 5）看護職員の変更の場合に添付をお願いします。

注 6）認知症高齢者の介護従事経験3年以上の必要な知識と経験を持つことが示されていることが必要です。

注 7）不動産の権利関係の変更を伴わない場合は、添付する必要はありません。

☆1）事前相談が必要です。なお、区間移転（例：千種区から北区へなど）の場合、変更日は新規指定と同様、必ず毎月1日となります。
　　（変更届の期日は、変更日の前々月の末日です。）区間移転の添付書類は、ＮＡＧＯＹＡかいごネットの「区間移転チェックリスト」をご確認ください。

☆2）過去に補助金を受けている場合は事前相談をお願いします。休止届・廃止届の締め切りは休止・廃止日の1ヶ月前です。また休止届は、やむを得ず人員基準等を満たさなくなってしまったが、法人として事業継続の意思がある場合
　　 に行う届出（最長6ヶ月）であり、状況によっては休止届に該当しない場合もありますので十分検討してください。

☆3）事前相談が必要です。

注 1）人員変更は特例措置があります。詳しくは、NAGOYAかいごネットをご覧ください。

注 2）代表者の住所及び氏名（婚姻等による）の変更の場合は、各種誓約書を添付する必要はありません。

再開届出書（第5号様式）

看取り期における対応方針

協定書・連携契約書　※診療科目がわかるものも添付

提出書類

　　　　　※届出の控え（コピー）は必ず事業所で保管してください。
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　※下記一覧はあくまで参考であり、条件によって追加の書類が必要となる場合もあります △印は、変更がある場合にのみ必要となる書類

　※随時見直しを行っています。最新のものはNAGOYAかいごネットをご確認ください ●印は、加算を取る場合に必要となる書類（加算を取り下げる場合は不要）

☆1 ☆1

☆1 ☆1 ☆1 ☆1 ☆1 ☆1 ☆2 ☆1 ☆2

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
注1

○ ○ 〇 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

○

○
注2

〇 〇

△ △
注3

△
注3

△ ○ ○ ○ ○ ○
注1

○ ○ 〇 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

△ △
注3

△
注3

△ ○ ○ ○ ○ ○
注1

○ ○ 〇 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○

○

○
注3
注4

○
注3
注4

○ ○ ○
注1

● 〇 〇 ● ● ● ○

△

○
注4

○
注4

○

○
注4

○
注4

○

△
注4

△

○
注5

△
注4
注5

△
注5

○

○

○ ○ ○ ○ ●

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

● ● ● ● ●

●

●
注7

●
注7

●
注7

●

●

● ●

●

● ●

●

●

○
注6

○

○
注6

○

○

○
注8

○
注8

△
注8

介護支援専門員の登録証の写し

認知症対応型サービス事業開設者研修の研修修了証の写
し（代表者の変更の場合）

賃貸借契約書、法人所有の場合は所有関係がわかるもの
※不動産の登記事項証明書（3ヶ月以内に発行された原
本）、固定資産税納付通知書の写し等

認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同
生活介護各種加算体制届出書（加算参考様式56）

・看取りに関する指針
・職員研修実施計画書
・看取りに関する計画書及び同意書

サービス提供体制強化加算計算書
（加算参考様式１６-1又は１６-２）

廃止・休止届出書（第6号様式）

・事業再開に向けての取組状況を記載した書類
（任意様式）
・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・職員の募集広告等

・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・指定（更新）通知書の原本

実務経験証明書（加算参考様式１）

身体拘束等の適正化のための指針

指定通知書の写し

資格証明書（写）　※婚姻等により姓が異なる場合は戸
籍抄本等（3ヶ月以内に発行された原本）の確認ができる
書類を添付のこと

・重度化対応指針
・連絡体制図
・医療連携体制契約書の写し

事業所一覧（参考様式19）

業務管理体制にかかる届出書
※名古屋市に届出している事業者のみ

入

院

期

間

中

の

体

制

再開届出書（第5号様式）

利用料の積算がわかるもの（任意形式）

協定書・連携契約書　※診療科目がわかるものも添付

事業所平面図（参考様式4）　※専用区画変更の場合は変
更前も添付

事業所の部屋別施設（参考様式7）

実務経験証明書（参考様式１２）

主要な場所の写真（参考様式5）

誓約書（参考様式1、別紙２、８）

運営規程新旧対照表（参考様式18）

運営規程

従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（参考様式9-2）
【4週間分】
※他事業所に兼務の場合は、兼務先のものも併せて提出

介護給付費算定に係る体制等に関する届出書
（加算様式01）

介護給付費算定に係る体制等状況一覧表
（加算様式02）　※変更部分にのみ「あり」「なし」を
記載のこと

研修の修了証の写し

研修・会議に関する事業所の取組方針

休

止

休

止

か

ら

再

開

事

業

の

廃

止

変更届出書（第4号様式）

看

取

り

介

護

加

算

医

療

連

携

体

制

加

算

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

認

知

症

専

門

ケ

ア

加

算

サ
ー

ビ

ス

提

供

体

制

強

化

加

算

Ⅰ

イ

・

ロ

サ
ー

ビ

ス

提

供

体

制

強

化

加

算

Ⅱ

サ
ー

ビ

ス

提

供

体

制

強

化

加

算

Ⅲ

Ⅰ

型

・

Ⅱ

型

の

別

短

期

利

用

型

職

員

の

欠

員

に

よ

る

減

算

の

状

況

若

年

性

認

知

症

入

所

者

受

入

加

算

法

人

の

名

称

・

所

在

地

・

代

表

者

法

人

の

電

話

番

号

・

F

A

X

番

号

事

業

所

の

電

話

番

号

・

F

A

X

番

号

管

理

者

に

関

す

る

変

更

夜

間

勤

務

条

件

基

準

事

業

所

の

所

在

地

ユ

ニ
ッ

ト

増

利

用

定

員

の

変

更

計

画

作

成

担

当

者

の

変

更

協

力

医

療

機

関

の

変

更

法人に関
する変更

事業所に関する変更 加算 　☆3 休止 再開 廃止
運営規程 介護のみ

変更・廃止・休止・再開・加算に必要な添付書類一覧（認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護）

提出書類

変更があった事項

☆1）事前相談が必要です。

☆2）休止届・廃止届の締め切りは休止・廃止日の1ヶ月前です。

☆3）介護職員処遇改善加算の届出については、NAGOYAかいごネットの「介護職員処遇改善加算について（介護職員処遇改善実績報告について）」をご覧ください。

経歴書（参考様式8）

代表者（又は管理者）情報（参考様式3）

従

業

員

の

変

更

利

用

料

の

変

更

事

業

所

の

名

称

身

体

拘

束

廃

止

取

組

の

有

無

認知症対応型サービス事業管理者研修　※平成１７年度
認知症高齢者グループホーム管理者研修含む

認知症介護実践者研修（旧基礎過程）の研修修了証の写
し

夜

間

支

援

体

制

加

算

建

物

の

構

造

・

専

用

区

画

等

法人の登記事項証明書　※3ヶ月以内に発行された原本

注1）従業員の変更は特例措置があります。詳しくは、NAGOYAかいごネットをご覧ください。

注2）住所、氏名（婚姻等による）及び兼務関係の変更のみの場合は、誓約書及び別紙を添付する必要はありません。

注8）業務管理体制の届出については、NAGOYAかいごネットの「業務管理体制について」をご覧ください。

注3）兼務関係の変更も届出が必要です。兼務関係に変更があった場合は、運営規程も変更してください。

注4）住所及び氏名（婚姻等による）の変更の場合は、添付する必要はありません。

注5）管理者であれば認知症高齢者の介護従事経験3年以上の必要な知識と経験を持つ内容の証明書。計画作成担当者であれば特養の生活相談員や老健の支援相談員等として認知症高齢者の介護サービスに係る計
　　　画の作成に関し実務経験を有すると認められる内容の証明書（介護支援専門員であれば不要）。

注6）休止届は、やむを得ず人員基準等を満たさなくなってしまったが、法人として事業継続の意思がある場合に行う届出（最長6ヶ月）であり、状況によっては休止届に該当しない場合もありますので十分検討
　　　してください。

注7）加算参考様式１６－1、１６－２の作成に当たっては、ＮＡＧＯＹＡかいごネットの「サービス提供体制強化加算および特定事業所加算における職員配置割合計算等の取り扱いについて」をご確認くださ
　　　い。

　　　　　※届出の控え（コピー）は必ず事業所で保管してください。
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　※下記一覧はあくまで参考であり、条件によって追加の書類が必要となる場合もあります △印は、変更がある場合にのみ必要となる書類

　※随時見直しを行っています。最新のものはNAGOYAかいごネットをご確認ください ●印は、加算を取る場合に必要となる書類（加算を取り下げる場合は不要）

事

業

所

の

名

称

通

常

の

実

施

地

域

短

期

利

用

型

訪

問

看

護

体

制

減

算

若

年

性

認

知

症

利

用

者

受

入

加

算

看

護

体

制

強

化

加

算

Ⅰ

・

Ⅱ

訪

問

体

制

強

化

加

算

☆1 ☆1 ☆1 ☆３ ☆2 ☆2

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
注1

○ ○ ○ 〇 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

○

○
注2

△

○ ○

△ △
注3

△ ○ ○ ○ △
注3

○
注1

○ ○ ○ 〇 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

△ △
注3

△ ○ ○ ○ △
注3

○
注1

○ ○ ○ 〇 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○

○

○
注3
注4

○
○

注3
注4

○
注1

○ ● 〇 ● ○

○
注4

○
注4

△
注1
注5

●

○

○

○

○
注6

●

○

○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○
注7

○

○
注7

○

〇 〇 ○ 〇 〇 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

〇 〇 ○ 〇 〇 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

● ● ●

●

● ● ●
注11

●
注8

●
注8

●
注8

○

○

○

○

○

○
注10

○
注10

△
注10

注11）加算Ⅰを算定する場合は、登録特定行為事業者又は登録喀痰吸引等事業者として届出していることの分かる書類の写しを添付してください。

法

人

の

電

話

番

号

・

F

A

X

番

号

注 6）認知症高齢者の介護従事経験3年以上の必要な知識と経験を持つことが示されていることが必要です。

注 7）不動産の権利関係の変更を伴わない場合は、添付する必要はありません。

注 8）サービス提供体制強化加算計算書の作成に当たっては、NAGOYAかいごネットの「サービス提供体制強化加算および特定事業所加算における職員配置割合計算等の取り扱いについて」をご確認ください。

注 9）NAGOYAかいごネットの「介護職員処遇改善加算について（介護職員処遇改善実績報告について）」をご覧ください。

注10）NAGOYAかいごネットの「業務管理体制について」をご覧ください。

・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・指定（更新）通知書の原本
・介護職員処遇改善加算を算定していた場合は(注9)も参照

・事業再開に向けての取組状況を記載した書類（任意様式）
・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・職員の募集広告等

休止届出書（第6号様式）

再開届出書（第5号様式）

廃止届出書（第6号様式）

認知症対応型サービス事業開設者研修修了証の写し
※代表者変更の場合

法人の登記事項証明書　※3ヶ月以内に発行された原本

【代表者変更の場合】
誓約書（参考様式1-7、2）

運営規程の新旧対照表（参考様式18）

法人に関
する変更

休止 再開 廃止

変更があった事項

協

力

医

療

機

関

の

変

更

管

理

者

に

関

す

る

変

更

事

業

所

又

は

施

設

の

建

物

の

構

造

・

専

用

区

画

等

事

業

所

の

電

話

番

号

・

F

A

X

番

号

事

業

所

の

サ

テ

ラ

イ

ト

転

換

加算

事

業

所

の

所

在

地
（

区

内

移

転
）

運営規程
事業所に関する変更

法

人

の

名

称

・

所

在

地

・

代

表

者

利

用

料

の

変

更

主要な場所の写真（参考様式5）

介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（加算様式01）

事業所平面図　※専用区画変更の場合は変更前も添付

下記のいずれもの研修修了証の写し
①認知症介護実践者研修（旧基礎課程）
②認知症対応型サービス事業管理者研修

下記のいずれもの研修修了証の写し
①認知症介護実践者研修（旧基礎課程）
②小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修

介護支援専門員の登録証の写し

実務経験証明書（加算参考様式1）

協定書・連携契約書　※診療科目がわかるものも添付

介護保険事業所に係る関係法令確認書（参考様式16-1）

事業所の部屋別施設（参考様式7）

賃貸借契約書(写)　または
建物の登記事項証明書（法人あるいは自己所有の場合）※
3ヶ月以内に発行された原本

利用料の積算がわかるもの（任意様式）

経歴書（参考様式8）

資格者証の写し　※婚姻等により姓が異なる場合は、戸籍抄
本等の写しなど確認ができる書類を添付

サ
ー

ビ

ス

提

供

体

制

強

化

加

算

Ⅲ

総

合

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト

体

制

強

化

加

算

職

員

の

欠

員

に

よ

る

減

算

の

状

況

・

緊

急

時

訪

問

看

護

加

算

・

特

別

管

理

体

制

・

タ
ー

ミ

ナ

ル

ケ

ア

加

算

サ
ー

ビ

ス

提

供

体

制

強

化

加

算

Ⅱ

サ

テ

ラ

イ

ト

体

制

未

整

備

減

算

従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（参考様式1）
※4週間分

従

業

員

の

変

更

介

護

支

援

専

門

員

に

関

す

る

変

更

登

録

定

員

・

利

用

定

員

の

変

更

運営規程

代表者（又は管理者）情報（参考様式3）

変更届出書（第4号様式）

事業所一覧（参考様式19）

注 1）人員変更は特例措置があります。詳しくは、NAGOYAかいごネットをご覧ください。

注 2）代表者の住所及び氏名（婚姻等による）の変更の場合は、各種誓約書を添付する必要はありません。

注 3）兼務関係の変更も届出が必要です。兼務関係に変更があった場合は、運営規程も変更してください。

注 4）住所及び氏名（婚姻等による）の変更の場合は、添付する必要はありません。

注 5）看護職員の変更の場合に添付をお願いします。

変更・廃止・休止・再開・加算に必要な添付書類一覧（看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス））

提出書類

☆1）事前相談が必要です。なお、区間移転（例：千種区から北区へなど）の場合、変更日は新規指定と同様、必ず毎月1日となります。（変更届の期日は、変更日の前々月の末日です。）
　　 区間移転の添付書類は、ＮＡＧＯＹＡかいごネットの「区間移転チェックリスト」をご確認ください。

☆2）過去に補助金を受けている場合は事前相談をお願いします。休止届・廃止届の締め切りは休止・廃止日の1ヶ月前です。また休止届は、やむを得ず人員基準等を満たさなくなってしまったが、法人として事業継続の意思がある
　　 場合に行う届出（最長6ヶ月）であり、状況によっては休止届に該当しない場合もありますので十分検討してください。

☆3）事前相談が必要です。本体事業所は看護小規模多機能型居宅介護事業所に限ります。

サービス提供体制強化加算計算書（加算参考様式16-1、
16-2）

看護小規模多機能型居宅介護各種加算体制届出書（加算参考
様式55）

業務管理体制にかかる届出書
※名古屋市に届出している事業者のみ

介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（加算様式02）
※変更部分にのみ「あり」「なし」を記載

看護体制及びサテライト体制に係る届出書（加算参考様式
78）

緊急時（介護予防）訪問看護加算・特別管理体制・ターミナ
ルケア体制に係る届出書（加算参考様式22）

事

業

の

廃

止

休

止

か

ら

再

開

休

止

サ
ー

ビ

ス

提

供

体

制

強

化

加

算

Ⅰ

イ

・

ロ

　　　　　※届出の控え（コピー）は必ず事業所で保管してください。
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 2020/7/1

　※下記一覧はあくまで参考であり、条件によって追加の書類が必要となる場合もあります

　※随時見直しを行っています。最新のものはNAGOYAかいごネットをご確認ください △印は、変更がある場合にのみ必要となる書類

☆1 ☆1 ☆2 ☆２ ☆1

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○

注1
△ ○ ○ ○

○
注9

○
注2

△ ○

○ ○

△
△

注3
○ ○ ○

○
注1

△ ○ ○ ○

△
△

注3
○ ○ ○

○
注1

○ ○ ○ ○

○
注3
注4

○
○

注1
○

○
注5

○ ○
○

注5

○ ○
○

注5

○
注6

○

△
注7

○

△
注7

○
注8

○

○

○

○

○

変更・廃止・休止・再開・加算に必要な添付書類一覧（生活支援型訪問サービス、ミニデイ型通所サービス、運動型通所サービス）

事
業
所
の
電
話
番
号
・
F

A

X

番
号

事
業
所
又
は
施
設
の
建
物
の
構
造
・
専
用

区
画
等

【代表者変更の場合】
誓約書（参考様式1-6、2）

事業所に関する変更

ミニデイ型通所サービス
運動型通所サービス

運営規程
再開 廃止

生活支援型訪問サービス、ミニデイ型通所サービス、運動型通所サービス
共通項目

事業所に関する変更

運営規程

施術所に係る関係法令確認書（参考様式16-2）

利
用
定
員
の
変
更

通
常
の
実
施
地
域

利
用
料

法
人
（

個
人
）

の
電
話
番
号
・
F

A

X

番
号

提出書類

事
業
の
廃
止

休
止
か
ら
再
開

休
止

介護保険事業所に係る関係法令確認書（参考様式16-1）

事業所平面図（専用区画変更の場合は変更前も添付）

主要な場所の写真（参考様式5）

賃貸借契約書(写)　または
建物の登記事項証明書（法人あるいは自己所有の場合）※3ヶ
月以内に発行された原本

従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（参考様式9-1）
※4週間分

☆1）いずれも事前相談が必要です。なお、区間移転（例：千種区から北区へなど区をまたぐ移転）の場合、変更日は必ず毎月1日にしてください（変更届の締め切り
　　 は変更日の2ヶ月前の末日です）。また同一事業所番号で複数サービスを実施しており、一部のサービスのみを区内移転する場合は、区間移転と同様の手続き及
　　 び添付書類となります。区間移転の添付書類は、ＮＡＧＯＹＡかいごネットの「区間移転チェックリスト」をご確認ください。

☆2）休止届・廃止届の締め切りは休止・廃止日の1ヶ月前です。また休止届は、やむを得ず人員基準等を満たさなくなってしまったが、法人として事業継続の意思が
　　 ある場合に行う届出（最長6ヶ月）であり、状況によっては休止届に該当しない場合もありますので十分検討してください。

注 1）人員変更は特例措置があります。詳しくは、NAGOYAかいごネットをご覧ください。

注 2）代表者の住所及び氏名（婚姻等による）の変更の場合は、各種誓約書を添付する必要はありません。

注 3）兼務関係の変更も届出が必要です。兼務関係に変更があった場合は、運営規程も変更してください。

注 4）住所及び氏名（婚姻等による）の変更の場合は、添付する必要はありません。

休止

運営規程の新旧対照表（参考様式18）

運営規程

変更届出書（第4号様式）

法人の登記事項証明書　※法人格を持たない場合は住民票
※3ヶ月以内に発行された原本

代表者（又は管理者）情報（参考様式3）

事業所一覧（参考様式19）

従
業
員
の
変
更

変更があった事項

事
業
所
の
所
在
地
（

区
内
移
転
）

営
業
日
・
営
業
時
間
・
サ
ー

ビ
ス
提
供
時
間

の
変
更

管
理
者
に
関
す
る
変
更

事
業
所
の
名
称

法人（個人）に
関する変更

法
人
（

個
人
）

の
名
称
・
所
在
地
・
代
表
者

・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・指定（更新）通知書の原本

休止届出書（第6号様式）

・事業再開に向けての取組状況を記載した書類（任意様式）
・利用者の引継状況がわかる書類（任意様式）
・休止及び廃止における誓約書（参考様式21）
・職員の募集広告等

再開届出書（第5号様式）

廃止届出書（第6号様式）

注 5）定員減の場合は添付する必要はありません。

注 6）不動産の権利関係の変更を伴わない場合は、添付する必要はありません。

注 7）ミニデイ型通所サービス及び運動型通所サービスでこれまで使用していない区画を使用する場合に必要となります。

注 8）ミニデイ型通所サービス及び運動型通所サービスを施術所で行う場合に添付してください。

注 9）法人格のない場合は、添付する必要はありません。

　　　　　※届出の控え（コピー）は必ず事業所で保管してください。
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